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【開催日】 平成２９年１１月１４日 

【開催場所】 第１委員会室 

【開会・散会時間】 午前１０時～午後３時５４分 

【出席委員】 

分科会長 中 村 博 行 副分科会長 岡 山  明 

委 員 奥   良 秀 委 員 河 﨑 平 男 

委 員 水 津  治 委 員 中 岡 英 二 

委 員 藤 岡 修 美   

 

【欠席委員】 

なし 

【分科会委員外出席議員等】 

議 長 小 野  泰 副 議 長 矢 田 松 夫 

傍 聴 議 員 森 山 喜 久   

 

【執行部出席者】 

企画課長 河 口 修 司 
企画課主査兼企

画係長 
杉 山 洋 子 

企画課主査 村 田  浩 産業振興部長 河 合 久 雄 

産業振興部次長

兼農林水産課長 
髙 橋 敏 明 商工労働課長 白 石 俊 之 

商工労働課課長

補佐 
山 本 修 一 

商工労働課主査

兼交通政策係長 
工 藤  歩 

商工労働課商工

労働係長 
福 田 智 之 水道事業管理者 今 本 史 郎 

水道局次長兼 

総務課長 
原 田 健 治 

水道局総務課課

長補佐兼総務班

長兼財政係長 

岡   秀 昭 
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水道局総務課課

長補佐同格兼企

画調整班長兼企

画係長  

中 村 浩 士 水道局業務課長 伊 藤 清 貴 

水道局工務課長 伊 東 修 一 水道局浄水課長 西 山 洋 治 

 

【事務局出席者】 
 

局 長 中 村   聡 書  記 梅 野 貴 裕 

 

【審査事項】 

１ 議案第８１号 第二次山陽小野田市総合計画に係る基本構想及び基本計画

の策定について（産業建設分科会所管部分） 

 

 

午前１０時開会 

 

中村博行分科会長 おはようございます。それでは定刻になりましたので、総

合計画審査特別委員会産業建設分科会を開催いたします。先日に引き続

いて議案第８１号、第二次山陽小野田市総合計画に係る基本構想及び基

本計画の策定についての産業建設分科会所管部分について審査をいたし

ます。お手元の日程表に従って進めてまいりますが、まず審査番号１番、

ナンバー２４、多様な働く場の確保について執行部の説明を求めます。 

 

白石商工労働課長 ８４ページをお願いいたします。基本施策２４、多様な働

く場の確保。基本方針でございますが、産学官連携によって大学等から

の技術移転を促進するとともに、地域内の既存の技術、人材、研究機能

などの産業資源を活用して、新しい産業・技術を創出できる環境の整備

を図ります。また、国、県、経済団体等との連携を強化し、雇用の場の

確保や就業支援の拡充を推進します。目標指標でございます。１番目と

して、市内事業所数としております。こちらは経済センサスの数値を挙
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げております。現状値は平成２６年度の数字で２，３３３社。これを前

期目標値として２,４００社に上げていきたいということにしておりま

す。２番目の指標でございますが、若者、これは２５歳から３４歳にな

りますが、その就業率、こちらは国勢調査を基に就業している若者の数

を２５から３４歳の人口で割ったものに１００を掛けたものでございま

す。現状値は平成２２年の数値で７６．１％、前期目標値はこれを伸ば

し７８％にしていきたいとしております。 

現状と課題についてでございます。平成２８年に、産学官連携を強化

するため、「山陽小野田市産学官連携推進協議会」を立ち上げました。

今後は、新技術の開発や新産業の創出につながる環境を山陽小野田市立

山口東京理科大学、商工会議所、地元企業との連携の下、取り組んでい

くことが必要です。有効求人倍率が１以上と高い中で企業の人手不足が

続いています。このような雇用のミスマッチを解消するため、雇用能力

開発支援センターを中心とした就労訓練や、同センター内にハローワー

ク宇部と共同で設置した地域職業相談室による求職相談などを通じて、

円滑に雇用へと結びつく支援を行っていくことが必要です。若者、女性、

高齢者、障がい者の就業については、国、県と連携を図りながら市広報

紙・市ホームページなどで情報の周知を行っており、今後も企業等の雇

用を働きかけていくことが必要です。勤労者福祉の向上のため、引き続

き勤労者に対する表彰、共済制度への一部補助や普及促進などに取り組

むとともに、老朽化した勤労青少年ホーム、労働会館の適正な管理運営

が必要です。 

続きまして次のページですが、基本事業について説明いたします。（１）

産学官連携の推進についてです。地元企業、大学、商工会議所と連携を

強化し、新しい産業・技術の創出に向けた環境の整備に取り組み、地域

経済の活性化を目指します。評価指標は、企業の山口東京理科大学への

技術相談件数とし、こちらは産学連携行事である技術説明会や研究室公

開による問合せや相談件数と研究契約の締結数を挙げております。現状

値平成２８年度は２５件、これを前期目標として３０件に伸ばしたいと

しております。主要事業でございますが、産学官連携推進事業で、こち
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らは山陽小野田市産学官連携推進協議会を定期的に開催し、情報を共有

し、山口東京理科大学と小野田商工会議所、山陽商工会議所と行政が連

携することで大学の情報シーズと企業のニーズを把握し、マッチングを

支援することとしております。 

（２）雇用確保の促進でございます。市長による市内企業訪問をはじ

め、定期的に市内企業に対して雇用の創出について依頼を行います。評

価指標でございますが、市内事業所訪問数としております。現状値平成

２８年度は２４６社を回っており、前期目標はこれを伸ばし３００社を

目標としております。雇用確保事業でございますが、こちらは市長によ

る市内企業訪問をはじめ職員による定期的な市内企業訪問を行い、雇用

確保の要請を行います。訪問の際に得た情報につきましては情報の内容

に応じまして、ハローワーク宇部や山口東京理科大学に情報の提供等を

行い、雇用の確保に結びつけるように努めておるところでございます。

次のページをお願いいたします。 

（３）職業能力の開発向上についてでございます。時代のニーズに対

応できるよう、雇用能力開発支援センター等による就業希望者・就業者

の職業能力の開発支援に努めます。評価指標につきましては、雇用能力

開発支援センターの年間稼働率としております。こちらは職業能力講習

実施日を開館日で割ったものに１００を掛けております。現状値平成２

８年度は９８％、これを前期目標値は開館日に何らかの講習ができるよ

う１００％を目指すものとしております。主要事業でございますが、職

業能力開発支援センターを地域に開放された職業教育、職業訓練の場と

して利用者、利用団体のニーズに対応する施設として体制整備を行うこ

とにしております。 

（４）就業対策の充実についてでございます。地域職業相談室による

求職相談や、市就職説明会の開催を行い、就業に向けた支援を行うとと

もに、国・県と連携を図りながら若者、女性、高齢者、障がい者などの

就業対策を推進してまいります。評価指標でございます。１番目として、

市就職説明会・面接会への参加者数としております。こちらは昨年度か

ら市内企業、事業者限定で実施している説明会でございまして、そちら
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への参加者数ということで、現状値は平成２８年度で１１２人としてお

ります。前期目標値につきましては、説明会と就職会ということを２回

開催して２００人を目標としております。次にシルバー人材センターの

会員数を指標としております。こちらの数字につきましては年度末の会

員数で、現状値平成２８年度につきましては５０１人となっております。

これを前期目標値として６５０人としております。こちらの数値につき

ましては平成２８年３月に山陽小野田市シルバー人材センターが策定し

ました第一次中期計画の平成３２年度の目標数値をまるめたものでござ

います。主要事業につきましては、就業対策推進事業ということでござ

いまして、こちらにつきましては評価指標のところにも入れております

が、就職説明会、合同就職面接会を開催し、こちらは市とハローワーク、

両商工会議所が連携して市独自の就職フェア等を行っております。地元

に特化した就職説明会とすることで地元企業の雇用確保を支援し、若者

の地元定着を目指すものでございまして、就職フェアは８月に面接会は

２月に開催することとしております。次に、地域相談室管理事業で、こ

ちらは雇用能力開発支援センター内にハローワーク宇部と共同して地域

職業相談室を開設し、求職相談等の就職支援を行っております。次に高

年齢者就業機会確保事業ということで、こちらはシルバー人材センター

に補助金を交付して経営基盤の安定強化を支援するとともに高齢者の就

業機会の確保、人手不足分野への職員の派遣による現役世代のサポート、

コーディネーターによる新たな受就先の開拓、就業のための技術講習会

の実施などの活動を支援するために補助金を交付している事業でござい

ます。それと女性の就業につきましては、子育て女性等就職応援事業と

いうのを行っております。こちらは結婚出産等による離職から再就職を

希望する女性を対象に就業を再開するために必要な知識、技術を習得で

きる機会を提供して地元事業所に就職できるよう支援する事業でござい

ます。次に８７ページに進みます。 

（５）勤労者福祉の推進についてでございます。中小企業の勤労者に

対する共済制度や金融制度の充実を図るとともに、これらの制度の普

及・拡大を促進していきます。また勤労福祉施設につきましては、適正
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な管理・運営に努めてまいります。評価指標でございます。１番目とし

て、中小企業退職金共済法に規定する退職金共済契約の締結支援対象事

業者数としております。こちらは中小企業退職金共済に加入する中小企

業の事業者数ということでございます。現状値につきましては平成２８

年度６４社、これを増やしまして前期目標値を８０社に増やしていきた

いとしております。次に勤労福祉共済会加入者数でございます。こちら

は中小企業に勤務する未組織の勤労者等の生活の安定と福祉の向上を目

的として設置され、共済給付事業や福利厚生事業を行っております山口

県勤労福祉共済会への加入者数ということでございます。現状値につき

ましては５５４人。これを前期目標値で増やし５８０人にしております。

主要事業でございますが、勤労者福祉推進事業につきましては、労働会

館を、こちらは勤労者及び市民の福祉の増進に資する施設として利用促

進を図ってまいるとしております。次に優良勤労者表彰事業として同一

企業に３５年以上勤務したもの、顕著な技術開発等により事業所の発展

に寄与した者、農林水産業に専業として２５年以上従事したもの、勤労

生徒と成績優秀な勤労者の表彰を毎年１１月２３日の勤労感謝の日に実

施しているものでございます。それと勤労福祉推進事業として中小企業

勤労者の福祉の増進を図ることで雇用の安定と中小企業の発展を促進し

ていきます。勤労福祉共済会の事業費の一部を補助して活動支援や制度

の普及を図っているところでございます。次に勤労青少年ホーム管理事

業でございます。こちらは勤労青少年の福利、福祉増進と健全育成を図

るために勤労青少年ホームにおいて主催講座の開催やクラブ活動の推進

を積極的に行うこととしております。またスポーツ文化振興のために活

動場所を必要としている個人、団体等に貸し館業務を行っているところ

でございます。以上で説明を終わります。 

 

中村博行分科会長 それでは説明が終わりましたので、８４ページの基本方針、

目標指標、この辺りから質疑を求めたいと思いますので、お願いします。 

 

河﨑平男委員 目標指標の中で若者の就業率という国勢調査の分がありますが、
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この文言の中にはいろいろと若者、女性、高齢者、障がい者の就業と書

いてあります。その就業の態様を指数の中に挙げることはできないので

すか。若者だけではないですよね。この文言の中にも女性、高齢者、障

がい者の就業支援ということがありますので、目標指数に女性、高齢者、

障がい者という指標を入れるべきではないですか。 

 

白石商工労働課長 このたびの目標指標につきましてはおおむね二つというこ

とでございまして、その中で山口東京理科大学の公立化という一つの本

市の特色がございまして、できるだけ地元に就職をしていただきたいと

いうことの中で若者の就業率というものを一つの目標として掲げさせて

いただいております。 

 

河﨑平男委員 山口東京理科大学は大事です。若者というのは大事ですが、課

題の中にもあるとおり、女性、高齢者、障がい者というような就業の指

数も挙げられたらどうですかということです。基本施策は多様な働く場

の確保でしょ。若者だけというのは、分からなくもないですけど他の領

域分野も入れるべきではないですか。 

 

中村博行分科会長 先ほど二つぐらいの指標とおっしゃいましたけども、河﨑

委員がおっしゃいたいのは、女性、高齢者、障がい者についても内々で

そのような指標を持っているのかということになろうかと思います。 

 

白石商工労働課長 済みません、今手元にはございませんけど、数値について

は全て挙げていただいております。 

 

藤岡修美委員 若者で２５歳から３５歳という定義が何かありますか。 

 

白石商工労働課長 国勢調査の若者の定義ということで、段階的には２５から

２９というのと３０から３４という二つの区分けがあるのですが、それ

を足した数字で出させていただいております。 
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藤岡修美委員 二十歳は若者ではないということですか。 

 

白石商工労働課長 学生と就業していない者も含まれているのかなということ

で、このたびはちょっと外させていただきました。 

 

中村博行分科会長 そうしますと、この指標というのは分母が２５から３４と

ありますけど、分子の就業している若者というのは結局２５から３５ぐ

らいまで全部を含めた数として考えていいのですか。 

 

白石商工労働課長 この国勢調査の数値の分母でいきますと総数ということで、

６，７６３人が分母ということで全部の合計になっております 

 

中村博行分科会長 分子はあくまでも２５歳から３４歳ですか。 

 

白石商工労働課長 はい。 

 

中岡英二委員 基本方針の中に産学官の連携とありますが、将来において金融

機関との連携というのは考えられておりますか。 

 

白石商工労働課長 金融機関につきましては、それぞれ検討していく事業が、

事業化になった時点で加わっていただこうと考えております。 

 

中岡英二委員 その都度金融機関が変わるということですか。 

 

白石商工労働課長 一応お話のほうは全ての金融機関に持っていきまして、連

携していきやすいところということで考えております。 

 

中村博行分科会長 ほかにはよろしいですか。８４ページだけ。 
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河﨑平男委員 例えば企業ガイドブックや起業家という文言は出てこないので

すか。 

 

白石商工労働課長 企業ガイドブックにつきましてはおおむね３年に１度商工

労働課のほうで作らせていただいておるものなのですが、それにつきま

しては説明が抜けておりましたが産学官連携事業の中に入れております。

それと大学のほうは今年の３月に大学のシーズ集、大学の研究の内容等

をまとめた冊子等も作っておりますので、商工会議所を介しまして全て

の企業に配っていったりとか、うちの企業ガイドブックにつきましては

市内の企業とか大学の教授にも渡させていただいたりしてマッチングを

行っているところでございます。また商工会議所の会報にも産学官の連

携の一つの事業として教授の研究テーマ等について毎号載せているとこ

ろでございます。 

 

岡山明副分科会長 基本的なことなのですが、次の２５番は中小企業の振興と

なっていますよね。疑問に思っているのが、基本施策２４番の基本事業

１番、２番、４番、５番の項目が中小企業振興推進計画の施策体系の中

に入っていますよね。中小企業の振興の中に「多様な働く場の確保」の

事業項目が四つも入っています。その辺は企画課のほうになると思いま

すが、基本施策２４、２５の作り方、基本的な考え方をお聞きしたい。 

 

河口企画課長 今の御質問ですが、２４番の基本施策につきましては働く場の

確保ということで労働者側、働くほうの目線からの取りまとめ。中小企

業の振興というのは会社からの目線においての基本施策としております

ので、それぞれ分けて施策を考えております。 

 

岡山明副分科会長 視点が違う、観点が違うというお話をされましたが、これ

は中小企業振興推進計画に載った事業ですよね。国、県からの事業項目

や中小企業の振興推進計画の中にきちんとそういう項目がありますよね。

今まで５９あったものを３４に凝縮しているという状況の中で、ここは
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事業計画も事業も一緒の形になっているのに２４番と２５番で分けてい

ます。２４番と２５番を視点の違いだけでどのように評価をすればいい

のか。１年後に２４番と２５番の評価をどのように分けるかという部分

も今後の課題になるのではないかと思います。その辺がちょっと理解し

難いので、もう少し詳しくお話をしていただければと思います。 

 

白石商工労働課長 商工労働課サイドの考えを説明させていただきます。中小

企業振興推進計画につきましては、当然個人事業主もありますが経営事

業者の立場の方とそれを支えるための労働者、こちらの支援も必要とい

うことで両面的なものを入れております。こちらの計画につきましては

先ほど課長が申し上げたとおり、視点がちょっと違うということで御理

解いただければと思っております。中小企業振興につきましては２５番

でございますけど、前回の第一次総合計画におきましてはこの項目はご

ざいませんが、条例も制定した、計画も策定したという中でこの中小企

業を一つの項立てとして取り組んでいきたいという思いで挙げたもので

ございます。前回までは商業の振興、工業の振興の中にそれぞれ中小企

業に関するものを分けていたものをダブっておりますものをできるだけ

一つに、分かりやすくしたいという思いで次の項目を挙げたところでご

ざいます。かといって完璧に分かれるというのはなかなか難しいのかな

と。相互に関連しておるものでございますので、その辺りについては全

体で中小企業の振興に取り組んでいきたいという思いで「働く場の確保」

を挙げているということでございます。 

 

中村博行分科会長 要するにこれだけ細分化して、新たに設けたということで

よろしいですね。具体的に８４ページだけの審査に入りたいと思います。 

 

水津治委員 ８４ページの障がい者の就業のことです。障がい者の雇用につい

て、法律で一定規模の事業所においては雇用が義務付けられております

が、市内の対象者の就職を希望している人が市内でどれだけ就業してい

るか。また就業できるような働きかけ、促進等をしておられることがあ
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りましたらお尋ねしたいのですが。 

 

白石商工労働課長 担当課がちょっと違っておりまして、施策につきましては

ハローワーク宇部、この間も障がい者を対象とした就職説明会等がござ

いまして、そちらのほうの情報等を提供するといった協力体制は整えて

おります。 

 

中村博行分科会長 民福に関わる部分だということです。山陽小野田市産学官

の連携推進協議会というのは随時開催をされるということですか。 

 

白石商工労働課長 推進協議会のほうにつきましては大学の学長と両商工会議

所の会頭と市長ということでしておりまして、大体夏頃に開催して、幹

事会につきましてはテーマごとで随時開催をしているという状況でござ

います。 

 

中岡英二委員 山口東京理科大学を含めて市内の高校生が山陽小野田市にどの

くらい就職されているかという率や人数を把握されているのであれば教

えていただきたい。 

 

白石商工労働課長 正確な数字というのは、ちょっと持ち合わせておりません。

申し訳ございません。 

 

中岡英二委員 これから市内に就職していただくという活動を今からしていく

と思いますが、この数字というのは大事な数字だと思います。今現在ど

ういう状態で、何年したらどのぐらいの人が市内に就職したのか。是非

ともこの数字は出していただきたいなと思います。 

 

中村博行分科会長 後から出ますか。 

 

白石商工労働課長 承知いたしました。 
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藤岡修美委員 河﨑委員の質問と重なりますが、どう見てもこの基本方針の現

状と課題を読んで、目標指標の若者の就業率というのがぴんとこない。

ちなみに一次の総合計画では市民全体の就業率を挙げていたと思います。

これを変えて、内数として挙げたほうがいいような気がするのですが、

いかがですか。 

 

白石商工労働課長 済みません、説明は先ほどのとおりでございまして、今回

特にというか、理科大の特殊性ということで挙げさせていただいておる

ものでございます。 

 

藤岡修美委員 それなら基本方針なり現状と課題で挙げるべきじゃないですか。

なぜ突然若者の就業率がそこで上がってくるのかという、その必然性が

見えてこないのですが。 

 

白石商工労働課長 済みません、市のほうから議会に提出しておるものでござ

いますので、こちら執行部、市のほうから変えるということはちょっと

できないものでございますので、数字等については集積しようと思えば

可能な数字ではございます。 

 

中村博行分科会長 先ほどからここは質疑が出ていますが、執行部からすれば

二つに選んだ中の一つに若者を入れたということで、ほかのものについ

ては内々でそういう計画なり目標値は持っているということで収めたい

ということですね。ほかに女性とか高齢者、障がい者、そういう考え方

もあるかもしれませんけども、執行部としては若者ということに焦点を

置いたということになりますよね。よろしいですか。（「はい」と呼ぶ

者あり）それでは右のページのほうの（１）産官学連携推進、これにつ

いて質疑を求めます。 

 

河﨑平男委員 この評価指標でやる事業については補助事業とかでやるのです
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か。 

 

白石商工労働課長 補助事業ではございません。この件に限っては単市です。 

 

奥良秀委員 山口東京理科大学の現状値が２５件ということですが、実際問題、

実になったものというのは何件ぐらいあるでしょうか。実になったもの

というのが、実際に企業の売上げであったりとか、経営状態が良くなっ

たりというものが何件あったかということが分かれば教えてください。 

 

白石商工労働課長 ちょっと大学のほうの数字でございますので、こちらでは

把握をしておりません。申し訳ございません。 

 

奥良秀委員 ここで目標値が３３年度に３０件となっているわけですが、確認

できなかったら３０件というのは書けないですよね。 

 

白石商工労働課長 奥委員から言われました成果が出たかというものについて

は把握していないということで、内数につきましては先ほどの説明の中

にも入れさせていただきましたけど、技術説明会というのを産学官連携

推進行事の中でずっとされておられまして、これに来られた方の中で説

明後に問合せ等があった件数というのを挙げております。来られただけ

ではなくて具体的に問合せがあったというものと、研究室公開につきま

しても参加者数のうち、実際に相談があった件数というのをいただいて

挙げております。その他は各研究室で研究の契約を結んでいらっしゃる

ということで、具体的な何かというのはこちらも把握しておりませんし、

開示できるものかどうかも分かりませんが、そちらの件数を集計したも

のが２５件ということで、この数字は大学のほうからいただいた数字で

ございまして、３３年度の目標についてはこれを増やしていきたいとい

うことでの３０件という数字で、この数字についても大学での了解とい

うのはいただいているところでございます。 
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奥良秀委員 それは分かりますが、やはり産学官が連携という文言があります

ので、そこをやはり執行部はその内容と追従の確認はしていったほうが

今後のためになると思いますので、それは要望させていただきます。 

 

中村博行分科会長 数値目標としては非常に分かりやすい数字ですけども、先

ほどおっしゃったのはアフターフォローがしっかりできるようなアンケ

ートなりそういったものをやってほしいということになろうと思います。 

 

白石商工労働課長 実際にアフターフォローは大学のほうでされていらっしゃ

るものでございますので、こちらのほうでも数字は把握していきたいと

思います。 

 

岡山明副分科会長 産学官連携推進協議会は、２０１６年７月２５日に開催さ

れていますが、新市長になってからも開催されていますか。 

 

白石商工労働課長 ７月に新市長の下で開催をしております。 

 

岡山明副分科会長 そうすると新市長の下での協議会は何回か開催されました

か。 

 

白石商工労働課長 今年度は７月に１回開催されております。 

 

岡山明副分科会長 周辺地域との連携というのはありますか。いよいよ薬学部

が来年４月に開校するということですが、あくまでも地元企業という部

分があるのでしょうけど、企業は宇部市、下関市にもあるという状況の

中で、薬学部ができれば宇部市には山大の医学部もありますし、そうい

った形の官学という状況の中で近隣市との連携の形はどう考えられてい

ますか。 

 

白石商工労働課長 このたびの協議会は山口東京理科大学が公立化したという
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ことで立ち上げたものでございまして、段階的にはどんどん発展させて

いきたいなとは思っておりますが、当面山口東京理科大学の持っている

財産を本市で活用していきたいということで取組を始めたところでござ

います。薬学部につきましては開設に当たりまして、市長と県内の企業、

医薬、化学関係のほうにもいろいろと情報提供等で回られたところでご

ざいますので、開設後には県内を対象にということも考えていかなけれ

ばならないとは思っております。 

 

岡山明副分科会長 薬学部は将来的な話ですけど、今までは工学部がありまし

たよね。機械工学、電気工学、応用化学とかあるでしょうけど、山口東

京理科大学が公立化して１年近くたちますが、近隣市に影響を与える産

学官連携の形が取れたようなものは何かありますか。 

 

白石商工労働課長 産学官連携協議会につきましては構成メンバーが市内に限

定されているものでございますが、産学官連携行事の技術説明会とか研

究室公開については市内の企業に限定したという開催のされ方をしてお

りませんので、そちらのほうに市外の事業者が参加されたかどうかは把

握しておりませんが、市内に限定したものだけではないということでご

ざいます。それと研究の契約につきましてはそれぞれ教授、研究室のほ

うで結ばれたということで、これについては１３件ぐらいあるようでご

ざいますが、それについてこれは市内だけではないという、はっきりと

した件数は把握しておりませんが、市内だけではないと思っております。 

 

岡山明副分科会長 産学官の連携はあくまでも市内ということですが、基本施

策の４１番、広域連携の推進のところでも県央連携という指標がありま

すよね。今回の産学官連携推進協議会を市内で収めるのではなくて、あ

る程度拡大していくという考え方はありますか。 

 

白石商工労働課長 軸足は市ということで、中心に力を入れていきたいという

ことでございますけど、市限定ということではございませんので、県全
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体の中でも山口東京理科大学が県の知的財産になるような形で頑張って

いらっしゃると思いますので、それについては本市限定ということでは

なくて、市外、県内に情報提供等をしていく中で更に進めていきたいと

思っております。当面連携推進協議会の内容についてはメンバーが商工

会議所と市と大学ということでございますので、この連携協議会につい

ては、軸足は今のところ市のほうに置いてということになろうかと思い

ます。大学がほかのところと進めることについてということは全然やぶ

さかではございません。 

 

中村博行分科会長 今後は柔軟にということですか。 

 

白石商工労働課長 柔軟に対応のほうはしていきたいと思います。 

 

中村博行分科会長 それでは（２）の雇用確保の促進について質疑を求めます。 

 

河﨑平男委員 タイトルが雇用確保の促進ということで、指標の中での事業所

訪問数、これはちょっとミスマッチというか、訪問するだけでは意味が

ないのではないかと思います。雇用数の指標が入るべきだと思いますが、

いかがですか。両方入れば一番いいけど。 

 

白石商工労働課長 こちらの数字は私どもが実際に実施して把握できる数字と

いうことで市内の事業所の訪問数を挙げさせていただいております。ア

フターケア等で回ってもおりますけど、雇用については市内の者を雇用

してくださいとか、人手不足という情報を拾い上げてハローワークにも

情報を共有する中で雇用施策を進めているというところでございます。 

 

河﨑平男委員 市内の事業所の雇用というのは会社等に聞けば分かりませんか。

雇用の確保の促進だったらそれが一番じゃないですか。 

 

白石商工労働課長 済みません、そのようなアンケート調査等をすれば把握で
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きる数字かとは思いますが、ちょっと今そのような数値を持っていない

ということと、こちらの訪問においては市民の雇用をということでのお

願いを中心的にやっているということで挙げているところでございます。 

 

矢田松夫副議長 この項目が一番大事なところです。定住人口を含めて将来的

に山陽小野田市の人口増を含めた雇用の確保が一番大事な基本項目だと

思います。左側の黒丸の二点目には確かに立派なことが書いてあって、

最後には円滑に雇用に結びつけるという支援を行うということですが、

先ほど河﨑委員も申し上げましたように、この雇用の確保をどのように

して作っていくのかということです。例えば明日付けで山野井工業団地

が閉鎖になるということで、確かな数字は少し分かりませんが正規職員

が１０名、パートが２０名、約３０名の方が明日付けで解雇されるとい

うときにどうするかということが具体的に載っていないわけですよ。例

えばどのようにして再雇用とか、あるいはここに書いていますように企

業訪問をしていくとか、もう少し具体的に基本計画の中に載せるべきだ

と思います。一つ例を挙げましたので、例えば明日工場が閉鎖になる会

社に対して、そこに働く人に対してどのようにしていくのか。例えば事

前の調査、あるいは情報の把握をしたのかどうなのか。そして、例えば

こういう会社が出たときに行政としてどのようにしてやっていくのか、

ちょっとシミュレーションがはっきりしていません。一つの例として今

言ったような会社が出た場合はどうされますか。 

 

白石商工労働課長 その件についてはこちらのほうも把握している件でござい

ます。対応といたしましては、ハローワーク宇部と連携しながら対応を

しておるところでございます。 

 

矢田松夫副議長 ということは、できるだけ働く人が路頭に迷わないように、

行政が生活の確保、雇用の確保をしっかりしていくという筋道を立てて

いくということがありますか。 
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白石商工労働課長 ハローワーク宇部のほうで制度の仕組みとか現状等の把握、

聴取をされていると聞いております。 

 

矢田松夫副議長 ですから、そういう場合は全てハローワークと対応していく

ということはいいのですが、担当課として何をするのかということです。

今、全部ハローワークでしょ。担当課としてどのように基本計画に載せ

ていくかということがちょっと見えないわけですよ。 

 

山本商工労働課課長補佐 商工労働課には離職者の対応窓口というのがありま

す。全庁的な取組といたしまして、お住まいにお困りの方でいらっしゃ

いましたら建築住宅課の紹介とか、先ほど課長が申し上げました離職の

手続とかでございましたらハローワークへとか、ワンストップの窓口が

商工労働課のほうにございますので、そういった対応ができるような体

制は整えております。 

 

中村博行分科会長 戻りますが、訪問数よりも雇用のほうが重要だということ

で先ほどから申し上げているところですが、その辺りは数字がつかみに

くいからということで考えていいですか。事業所訪問者数というのは簡

単に前回からの継続でつかめると思います。 

 

白石商工労働課長 雇用の率につきましてはいろいろな用件等があると思いま

す。ここに挙げておりますのが、市の職員が直接できる活動の指標とい

うことで挙げているところでございます。 

 

岡山明副分科会長 離職者というのが結構いらっしゃいます。新入社員が入っ

て、１年以内に中・高・大・短大とかを含めて約１５％の方が辞められ

ているという状況の中で、商工労働課として離職者の掌握というのは何

かされていますか。企業に対して新入社員が入ったとともに離職者が

何％出たという形で、山陽小野田市の定住人口自体が１年半後、２年後、

３年後に当然変わってきているという状況の中で、その辺のアンケート
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はとられていますか。 

 

白石商工労働課長 アンケートはとっておりません。数につきましては休職、

求人ということでハローワーク宇部のほうで毎月情報交換等をしており

ますので、その中で数字等のほうはいただいておるところでございます。

結構働きながら次の仕事を探されているということが最近の傾向では多

いということも連絡会議の中で聞いておるところでございます。働きな

がら探されているという方も多いと聞いております。 

 

岡山明副分科会長 やはり商工労働課として、新入社員の掌握もいいですが、

離職率もある程度、民間企業でしょうからなかなか難しいとは思います

が、そういう材料を得て初めて今回の雇用確保の推進ということで、市

長が各企業を回られるわけですよね。入社した方に対して離職者がどの

ぐらい出ているという資料を前もって市長に与えて、市長から企業に対

して問題提起をしていただきたいということで、そのようなアンケート

は必要だと思いますが、いかがですか。 

 

白石商工労働課長 市長の企業訪問につきましては、５月が山口県の雇用促進

月間ということで、その中の行事として市内の企業を数社回っていただ

いております。訪問する企業につきましては当然ながら新規採用者が何

人とか、次年度どのくらいの予定があるとか、離職者等の数については

お聞きする中でその資料を持って市長と一緒に訪問をしております。 

 

山本商工労働課課長補佐 雇用の確保ということで、先ほどから課長が申して

おりますが、我々が企業訪問をする際にできるだけ市民の方を雇用して

くださいというお願いをしております。先ほどの離職率の件でございま

すが、これは次の中小企業の支援でもございますが、今はなかなか雇用

が難しいということで、せっかく雇用された方がまた辞められるという

今のお話がございます。今後の中小企業の支援といたしまして、できる

だけ人材育成と、せっかく採用された方が辞めないようにというのも一
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つかと思いますが、雇用された方の人材育成というのが中小企業の方も

いろいろお困りであるというのを我々は把握しております。そういった

面で次の施策ではございますが、そういった人材育成とか、プログラム

が市のほうで講演会なり、勉強会なりそういったものが今後実施できれ

ばと考えておりますので、一応こちらでは雇用の確保ということでござ

いますが、もう一点ではそういった定着を図るような事業も図ってまい

りたいと考えております。 

 

岡山明副分科会長 私がお話したのは、市長がトップセールスをされるという

状況の中で、市長に対して資料が何もないということで、商工労働課の

ほうから市長に提言するような形のアンケートを今後していただければ

ということです。そういうことをしなければ、課のほうから何もしない

で市長にただ回ってくださいというのは、それはちょっと、援軍として

定住とかいろいろな問題の中で市総体として雇用を確保する一つの大き

なトップセールスなのですから、それに対しての材料を今後提出するた

めのアンケートを実施していただきたい。毎年ではないですけど、ある

程度そういう形を作っていただきたいのですが、その辺の考えがあるか

どうかをお聞きしたい。 

 

白石商工労働課長 全市的なアンケートということになると予算を伴うもので

ございますので、そちらについてはすぐにできるというものではござい

ません。市長のトップセールスにつきましては、先ほど言いましたとお

り動きのある企業を事前にいろいろな情報を得る中で選んでそちらのほ

うの情報については事前に訪問する中でいろいろとお聞きした中でその

資料を基に、ただお願いしますということだけではなくて、きちんとし

た数字の根拠を持った中で要望ができるような形というのは今でもとっ

ておるところでございます。 

 

岡山明副分科会長 そういうことで申し訳ないですけど、評価指数が物すごく

中途半端でしたので、何の実績もないただの訪問をしたという状況の中
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でその辺の今後私たちが評価をするときに件数だけじゃなくて離職率も

下がった、定住につながったという自分たちが評価する部分の形を今後

いただきたいという要望ですけど、それが今回の総合計画の一つの目安

になっていくのではないかと思うので、今後そういう部分を検討してい

ただきたい。 

 

河﨑平男委員 市内企業を訪問して雇用の確保をお願いしていますよね。それ

であれば、本市の職員雇用も市外の方が採用されたら市内に住むのを促

すとか、本市がそういうことをするのが筋ではないですか。雇用確保と

いうことで企業にお願いするばかりではなく、ここはやはり職員は地元

雇用、公平、公正、平等な立場で受けても今後は市内に在住してくれと

かそういう雇用方法もあるのではないかと思います。これは要望です。 

 

中村博行分科会長 現況はどうなっていますか。 

 

白石商工労働課長 市の職員については、担当課のほうにその旨を伝えていき

たいと思います。企業につきましては当然市民を雇ってくださいという

こともお願いしておりますし、本社の移動等があることもございますの

で、その場合には是非とも山陽小野田市内に住んでくださいという要望

も併せて企業訪問の際には行っているところでございます。 

 

水津治委員 基本事業の中に市長による市内の企業だけということではなくて、

企業誘致なり新産業の創出というのがないと雇用の確保ということにつ

いてはちょっと弱いなと思います。これは中小企業の振興のほうにもあ

るのですが、やはり既存の企業だけではなく、企業誘致、新産業の創出

も大事かなと思いますがどうですか。 

 

白石商工労働課長 企業誘致につきましては後ほど御説明させていただきます。

製造業に特化したような書き方になっておりますけど工業の振興のとこ

ろで進めているところでございます。 



22 

 

 

中村博行分科会長 これは９１ページのところでお願いします。 

 

水津治委員 定住化を図るとか、離職率を下げるという話が出た中で、お願い

ということだけではなく、市の単独の事業を考えることが今から必要で

はないでしょうか。特に有効求人倍率が１となっておりますが、中には

雇用の確保が難しい業種が今の社会の中に結構あると思います。そうい

った業種に対して支度金制度とか、また他の市町村から市内の企業に勤

務する人が当市に移住し、住宅と賃貸住宅を求めた場合にそういった市

の単独の事業で雇用を確保するという単独の事業、助成金制度、こうい

ったものもこれから考えていく時期ではないかなと思いますが、そうい

ったことについて検討された経緯がありましたらお願いします。 

 

白石商工労働課長 こちらのほうも後ほど工業のところで説明をさせていただ

きますが、雇用奨励金という制度もございまして、そちらのほうに該当

すれば１回限りですけど２０万を企業に支払うという制度もございます。 

 

中村博行分科会長 中小企業を含めてまた後で。 

 

岡山明副分科会長 企業ガイドブック活用事業というのがありますが、ガイド

ブックの配布状況を説明してください。 

 

白石商工労働課長 昨年度作成しまして、１，５００部ほど作成しました。製

造業中心でございますけど、そちらのほうを載せる中で、今回は理科大

の今まで３ページだった分を大幅に増やしておりまして、先ほど言いま

した理科大の教授と市内の企業と商工会議所、このたびはアドバイスが

ございましてビジネスホテルに結構技術者がいらっしゃるというお話を

聞きまして、市内のビジネスホテルのロビーに置かせてくださいと、そ

れで商談とかで来られたときにちょっと見られれば更なる事業の拡大等

にもつながるのかなということでそういうこともさせていただいており
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ます。また企業誘致等で県外等の企業にお伺いするときにもこの企業ガ

イドブックを持参して説明をさせていただいているところでございます。 

 

岡山明副分科会長 １，５００部と言われましたが、配布先は主に市内ですか。 

 

白石商工労働課長 主には市内でございます。 

 

岡山明副分科会長 市内に１，５００を配って、近隣市は配布先としては対象

外ということで、例えば市内の企業に宇部市、下関市の高校生、大学生

もいらっしゃる可能性もあるので、県内の高校、短大、大学にガイドブ

ックを配布するという考えはないのですか。 

 

白石商工労働課長 おっしゃるとおり、確かに企業内容を知っていただくとい

うことは大変貴重な情報源だとは思いますので、その件については検討

をさせていただきたいと思います。最近実施はしていませんが、県外等

で展示会等がある場合にはこちらのほうも冊子を持ってお伺いしている

ところでございます。学校への配布については検討させていただきたい

と思います。 

 

中村博行分科会長 それでは次にまいりたいと思います。８６ページ、（３）

職業能力の開発向上について。 

 

河﨑平男委員 雇用能力開発支援センターの関係で、何人が講習を受けて、何

人が就業できたかというような目標値はありますか。 

 

中村博行分科会長 過去の実績なりのデータですね。 

 

福田商工労働課商工労働係長 雇用能力開発支援センターの講座につきまして

は、延べで年間に１万４，０００人くらいの方がいろいろな講座を受講

されております。就職をされる方、職を探される方だけが技術をつける
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ために受けられているわけではなくて、各企業とか働かれている方がス

キルアップのために受けられている方もいらっしゃいますので、受けら

れた方の何割が就職されたかという数字は把握しておりませんけども、

状況はそういった形になっております。 

 

奥良秀委員 実際に私も何回かここを受けたことがあるのですが、ほとんど就

職されている方が主ですよね。ここの指標でうたってある職業能力を開

発して、無職になっている人がここで勉強してやられているという指標

には合わないと思いますけど、いかがでしょうか。 

 

白石商工労働課長 こちらの文面に書いておりますけど、就業希望者もありま

すし、就業者の就職能力の開発支援という二本立てでやっておりますの

で、数値としてよろしいのではないかと思っております。 

 

奥良秀委員 例えばですけど、雇用能力開発支援センターで無職の方が勉強さ

れて就職されたパーセンテージや人数というのは把握されていますか。 

 

白石商工労働課長 済みません、把握はしておりません。 

 

中村博行分科会長 それは把握しにくいということですか。 

 

白石商工労働課長 ハローワークからの紹介等もございますので、ここだけと

いうわけではないと思いますけど、そのような数字であれば把握のほう

は可能だと思います。 

 

奥良秀委員 最初の８４ページからずっと回答の中でハローワークという言葉

が出てきますが、あまりにも市の執行部とハローワークとの連携が取れ

ていないのかなと思います。数字がよく出てきていないなというのが今、

顕著に出てきていますが、要望として今からどんどん人を雇っていきま

しょう、山陽小野田市の企業のために働いて山陽小野田市を良くしてい
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きましょうという流れの中で、数字というのはやはり一番大事なものな

ので、そういうものを的確につかんでいって、今は前期の基本構想をや

っていますが１２年ありますので数字がきちんと出るようにしていただ

きたいと思います。 

 

中村博行分科会長 数字がつかみやすい指標になっているような気がするとい

うことで、本来の指標にはそぐわないのではないかという思いで質疑が

進んでいると思います。 

 

藤岡修美委員 時代のニーズに対応できるような職業能力というのは、例えば

パソコン教室とかそういった類いですか。 

 

白石商工労働課長 パソコン等でございます。 

 

藤岡修美委員 ときどき出てみるのですが、フォークリフトの講習会等々が目

立ちます。具体的にパソコン教室とかが何回も行われているのですか。 

 

中村博行分科会長 具体的にどのようなものが行われているのかだけでも。 

 

福田商工労働課商工労働係長 具体的な講習につきましては、一番多いもので

今委員が言われましたけども、フォークリフトの講習、クレーンの講習、

溶接の講習、高所作業のクレーン車を持ってきてからの講習、そういっ

たものが多く講習の内容を占めておるということがございます。パソコ

ンについてもパソコン教室等を設置しておりますが、どちらかといえば

講習の頻度としては少ないほうという形にはなっております。 

 

藤岡修美委員 では、本市における時代のニーズというのはそういったフォー

クリフト等の講習ということですか。 

 

白石商工労働課長 こちらの講習につきましては山口県労働基準協会の小野田
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支部が主催する事業ということでございまして、内容的には当然設備が

整っております玉掛けとか、ガスの溶接とか、フォークリフトの運転と

かがここでできるということで、そちらのほうが多いといいますか、外

でやっておりますので目立つといいますか、そのような利用のされ方を

しているということでございます。 

 

藤岡修美委員 では時代のニーズを変えられて、市内の企業のニーズぐらいに

変えられたらどうですか。 

 

白石商工労働課長 先ほどの技術的なもの以外でもいろいろ作業主任の資格に

関わるような講習等も行っておりますので、それについては必要な講習、

ニーズある講習ではないかと思っております。 

 

藤岡修美委員 どうも時代のニーズという表現がそぐわない、実情と合ってい

ないような気がします。 

 

中村博行分科会長 「時代のニーズ」というところを「市内のニーズ」に変え

たほうがいいのではないかという意見です。 

 

山本商工労働課課長補佐 ここでは「時代のニーズ」という表現にしておりま

す。先ほど委員が言われたように市内の企業のニーズも時代のニーズと

いうことで、この下にも出てまいりますが、市の単独の事業といたしま

して女性の就業の研修会もこの能力開発支援センターで行っております。

併せてこちらも後ほど出てまいりますが、中小企業の支援で各企業が是

非この能力開発支援センターで研修してくださいというような呼び掛け

も行ってまいろうと思っております。時代のニーズという表現をしてお

りますが、そういった新しいこともやっているということでございます

ので、御理解いただけたらと思います。 

 

奥良秀委員 藤岡委員の質問と重なるところもありますが、時代のニーズとい
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うところで、ここに時代のニーズという言葉を付けられるのであれば、

例えば商工会議所とかが新入社員であれば雇ってから３年以内にビジネ

スの基本的な勉強会をやっていらっしゃったりとか、簿記の資格を取っ

たりとか、そういったものもやられているので、ここは時代のニーズと

いうところに「商工会議所と連携して」という文言を一言入れればスム

ーズにいくのかなと、私は思います。いかがでしょうか。 

 

白石商工労働課長 確かに商工会議所のほうでいろいろと講習会等をしていた

だいております。商工会議所の活動につきましては、商業の振興に入れ

ておるものでございます。こちらについては市の財産であります雇用能

力開発支援センターをもっと今以上、目標も１００％と常に使われてい

るような形に持っていきたいということの中で、こちらでできるものを

増やしていきたい、更には新しいものをこちらでやっていきたいという

思いで書いているものでございます。 

 

中村博行分科会長 ずっと関連しているわけですよね。 

 

岡山明副分科会長 雇用能力開発支援センターの建物の維持管理は商工労働課

になるのですか。 

 

白石商工労働課長 雇用能力開発支援センターにつきましては、商工労働課で

管理をしております。 

 

岡山明副分科会長 この建物は増改築しておりますが、昭和３５年４月に建て

られた建物になりますよね。市が出している公共施設等管理計画の中に

ありますが、市民館の文化ホールは昭和４８年、築４２年という状況の

中で、ここはもう５６年もたっています。私も確認していかがなものか

と思いましたが、その辺は確認されていますか。今後どうされるのかを

お聞きしたいのですが。 
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白石商工労働課長 確かに新しいところもございますが、一番古い部分につい

ては昭和３５年で築５０年以上経過している設備ではございます。こち

らについては「ひと・まち・しごと総合戦略」にもございますが、働く

雇用の一つの大きな施設だと捉えておりますので、できるだけ使えるよ

うに壊れたところについては対応して、できる限り使っていきたいと思

っております。今年度は学校給食センターの関係で駐車場が手狭になり

ますので、駐車場の整備をして台数の確保をしていくという事業のほう

も今年度するようにしております。 

 

岡山明副分科会長 では築５６年の建物も今後使っていく、耐震化の調査も全

てされて使える、長寿命の形を推進する、耐震化は皆済んでいるという

ことでよろしいですか。５６年たっているけど耐震化で対応できるとい

うことですか。 

 

白石商工労働課長 済みません、まだちょっと耐震化診断のほうはしておりま

せん。今後結果を見てからということで、ほかにも商工労働課関係で持

っている施設でも、商工センター、労働会館、勤労青少年ホーム等がご

ざいますので、その中で年次的にしていくようにしております。 

 

岡山明副分科会長 この築５６年というのはちょっと異常ではないかと思いま

す。昭和３５年の建物をまだ使っているということ自体が安全性の部分

でいかがなものかと思います。ほかはまだ４０年たっていない、市民館

は４２年で今回そういう対応をするという状況ですけど、昭和３５年の

５６年たった建物をまだ使わせているという状況はちょっといかがなも

のかと思いますけど、この辺は本当に市民の方、ハローワークに来られ

る方の安全性の確保ができるのか、それだけを確認したい。 

 

白石商工労働課長 一番多く使われているところは、たしか昭和６０年とかま

だもっと新しい、一番大きな講義棟といいますか、２階の二部屋等がご

ざいますけど、そちらはまだちょっと新しい建物でございますので、使
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用についてはそちらを中心で使っているところでございます。 

 

岡山明副分科会長 ではどこの建物が昭和３５年に建てられたものなのですか。

使われていないというのであればいいのですが、実際に使われていると

この中に書いてありますよ。そういう状況の中でどこが使われているの

か私はちょっと分かりませんが、その安全性が確保されるかどうかだけ

をお聞きしたいです。今使っているところが６０年というのはよろしい

です。でも実際問題建物として残っているわけでしょ、使っているわけ

でしょ、そこの心配はどうですかということです。ほかの施設ではなく

て、３５年に建てた建物がまだ使われているというのは大丈夫ですかと

いうことだけです。大丈夫ですと言っていただければ、それでいいです。 

 

白石商工労働課長 昭和３０年に建設されているところは、東側の２階建ての

建物でございます。利用につきましては通常の維持管理で消防施設等も

設備しておりますし、エアコン等が壊れれば対応するというような形で

ございます。安全につきましては耐震診断が一番かなと思っております

ので、それについては市の全体で優先順位等を決める中で実施していき

たいと思っております。 

 

中村博行分科会長 一番使われているところはそんなに古くない、後について

は耐震診断の結果を見てからということですね。 

 

岡山明副分科会長 耐震診断と言いますけど、これはもう旧耐震の建物でしょ。

耐震うんぬんという次元ではないと思いますが、耐震診断するというこ

となので、一日でも早く対応していただきたい。この建物は５６年たっ

ていますので、そこだけはちょっと至急していただきたいと思います。 

 

中村博行分科会長 もう１時間半ぐらいたちましたが、あとは関連がずっとあ

りますので、一旦ここで３５分まで休憩したいと思います。それでは暫

時休憩に入ります。 
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午前１１時２６分休憩 

 

 

午前１１時３５分再開 

 

中村博行分科会長 それでは休憩前に引き続きまして会議を続行いたします。

８６ページの（４）就業対策の充実について質疑を求めます。 

 

河﨑平男委員 就業対策の充実ということでありますが、山口県の東京営業所、

大阪営業所等と連携してＵＪＩターンの啓発についてはどのようにされ

ますか。 

 

河口企画課長 ＵＪＩターンにつきましては基本施策の１７番、移住・定住の

推進というところで、転入者の定住促進ということで転入や移住に関す

る支援制度についてということで事業として挙げさせていただいており

ます。基本的には東京事務所なりがありますし、移住フェアというのも

当然ありますので、そこで相談体制の充実、それからＰＲということで

対応していくということで、こちらのほうでうたっております。 

 

河﨑平男委員 もう一つ、文言の中に若者、女性、高齢者、障がい者などの就

業対策というのが前のところでも出ていましたが、そういった就業対策

はどのようなことをやられていますか。 

 

白石商工労働課長 若者、女性等に限定したものではございませんが、新しい

ところで昨年から市内の企業の雇用を確保していきたいということで、

ハローワーク宇部、市、両商工会議所が共同して就職説明会を行ってお

ります。こちらについては昨年１１２人が実際に参加されて企業等の説

明を受けられているというところでございますし、市内の施設では先ほ

どの雇用能力開発支援センター内の地域相談室、ハローワークとこちら
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のほうで求職の相談、これも年間で４，５４５件受けておりますし、そ

ちらのほうで求人の検索とかも９，０００人近い方が受けられておりま

す。女性につきましては先ほども説明いたしましたが、結婚、出産等に

よる離職で再就職を希望する方の再就職ができるような応援事業という

のも実施しております。 

 

河﨑平男委員 その中で、各分野で女性、高齢者、障がい者等は何人ぐらい就

業していますか。 

 

白石商工労働課長 就業の率については把握しておりません。次から把握して

いこうとは思っております。 

 

河﨑平男委員 指標の中で市内事業者が挙がっておりますが、その中で何社ぐ

らいの参加がありますか。 

 

白石商工労働課長 昨年度は３２社の参加でございました。今年の８月に行い

ました説明会は３７社が参加していただいております。２月に行います

合同就職面接会については、参加企業を募集中でございます。 

 

中村博行分科会長 説明会と面接会は昨年非常に好評だったということを聞い

ております。年に２００人ということで、４年は単純に４倍したという

ことですか。それとも年々これを上げていきたいという思いですか。 

 

白石商工労働課長 回数につきましては、今年から説明会を１回増やしたとい

うことで、説明会と面接会を２回開催したいということの中で、それぞ

れ１００人の参加を目標にということで掲げておるところの数字でござ

います。 

 

中村博行分科会長 ですからこの４年間の中で段階的に目標を上げていくとか

そういうものですか。ただ単に来年も２００、再来年も２００というよ



32 

 

うな考え方ですか。 

 

白石商工労働課長 当然回数を重ねるごとに市民の方への周知が進んでいきま

すと参加者も増えてくるのかなとは思っておりますけど、その辺で一点

何倍とかいうようなカウントはしておりません。１００をめどにと。ハ

ローワークのお話によりますと、大体ほかのところで行われているとこ

ろは参加企業者数ぐらい参加すれば大成功ですよというお話もちょっと

聞いております。その中でショッピングセンターの中でやって気楽にス

ーツ姿でなくてもお気軽に来てくださいという中で特に曜日も日曜日と

いうことで参加していただいている企業にも御協力いただく中で参加し

やすい環境の中でやっていきたいということで、引き続き参加者にも大

変好評でございますので、続けていきたいという思いでやっております。 

 

水津治委員 先ほど人口定住とか離職率のことを言いまして、項目が違うとい

うことでしたが、人材の確保が難しい業種が結構あろうかと思います。

そういったことを踏まえて、先ほど回答がありました雇用事業主には助

成制度とかがあるというお答えをいただきましたけど、就職する本人に

対して市の単独の事業があると就職率がアップしてくるのではないかと

いうことの対策事業というのがあればいいなと思っています。具体的に

は介護福祉士とか保育士とか看護師が社会的に当市だけではなくして全

国的に人材が不足しています。こういった業種に対しての支援、助成と

いう制度が今後必要ではないかと思っております。これについてお尋ね

したいと思います。 

 

河合産業振興部長 雇用確保が難しい職種、例えば介護職や保育職等々につき

ましても、例えば保育士につきましては保育士の資格を取ったけれども

全然働いていない、あるいは働いていたけれども離職して期間が空いて

いるというような方につきまして、例えばトライアルで勤めて自信を持

っていただくというようなことも市のほうでは考えているところでござ

います。いろいろな施策を考えながらそういった方について就職支援に
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つなげていきたいと考えているところでございます。 

 

山本商工労働課課長補佐 単独で市というわけではございませんが、現在国の

ほうで建設業とか、人材不足が顕著でございます。そういった専門的な

求人会というのは行われております。商工関連といたしましてはバス事

業がございますがバスの運転手も少ないと聞いております。そういった

中、これは県の事業ではございますがバスの運転手の資格を取る支援と

いうか、補助というか、そういったものを含めての講習会というものを

開いていると聞いております。 

 

河﨑平男委員 シルバー人材センター会員数が現状値では５０１というような

ことがありますが、対象者は何人ぐらいおられますか。 

 

白石商工労働課長 ちょっと手元に持っておりません。 

 

奥良秀委員 ４番でやっと二つ目の障がい者という言葉が出ました。山陽小野

田市は障がい者にとても冷たいまちということを言われています。今、

山陽小野田市の企業の中で障がい者を雇われている会社というのは何社

ぐらいありますか。 

 

白石商工労働課長 正確な数字は持っておりません。それぞれ法律で雇用の率

が定められていると思います。それらについては当然クリアされている

ものと思っております。 

 

奥良秀委員 ここには若者のデータが出てきまして、やっとシルバー人材セン

ターのデータが出てきました。次には障がい者の方々の就労の実情のデ

ータもどこかで発表していただければと思います。また、今後そのよう

な啓発を行っていただいて、障がい者の方々が安心して勤められるよう

に市のほうも動いていただきたいと思います。これは要望です。 
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中村博行分科会長 それでは次にまいりたいと思います。８７ページ、（５）

勤労者福祉の推進について質疑を求めたいと思います。 

 

河﨑平男委員 中小企業は何社あって何人ぐらいおられますか。 

 

白石商工労働課長 中小企業とはちょっと限らないのですが、商工会議所の会

員ということで中小企業は１７３と小規模を合わせて１，３５４事業所

ということになります。従業者につきましては市内企業全部の数でござ

いますけど、大体１万９，６００人ぐらいです。 

 

河﨑平男委員 そういった中で支援対象事業者数が６４というのは、何か少な

いような気がします。どうお考えですか。 

 

白石商工労働課長 業種によりましてはそれぞれ退職制度というのがある業種

等もございます。ない業種が幾らなのかという数字はちょっと持ってい

ないのですが、加入していただいたのが６４ということです。この数字

につきましては、県全体でもだんだん減少傾向にあるという中で、普及

啓発をしていく中でこれを増やしていきたいとは思っています。これが

多い数字だとは思っておりません。増やしていきたいと思っております。 

 

河﨑平男委員 そういった中で勤労者福祉の推進ということで、支援という文

言がありませんが、そういう支援はされているわけでしょ。それで増や

していく以外はないと思います。やはり予算的な支援が大事だというこ

とでしょ。 

 

白石商工労働課長 中小企業勤労者の福祉の増進を図るような団体等に対して

も補助金というのを交付しておりますし、事業主負担になりますけど先

ほどの退職共済金の一部補助というのも支援の形の中でやっております。 

 

河﨑平男委員 そういった中で労働団体等の育成というのはどのように考えて
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いらっしゃいますか。 

 

白石商工労働課長 労働団体につきましては、活動の場として労働会館の利用

促進というのもあろうかと思いますし、それぞれの団体に対して活動の

助成金というようなことも行っております。 

 

岡山明副分科会長 勤労福祉推進事業ということで二つ項目がありますけど、

中小企業の中で大体幾らぐらいの予算が立てられているか概算でいいの

で教えてください。 

 

工藤商工労働課主査 中小企業退職金共済法に規定する退職金共済ですが、平

成２８年度の実績といたしまして補助金額で６０万３，０００円となっ

ております。 

 

岡山明副分科会長 では労働福祉金の同じような勤労者緊急小口資金の貸付、

これも使われている実績はありますか。 

 

白石商工労働課長 この制度につきましては県と共同で行っている事業でござ

いますが、近年市内での利用はございません。 

 

岡山明副分科会長 小口資金貸付預託金はないということですが、もう一つ同

じような離職者緊急対策資金貸付預託金も同じような感じで今は使われ

ていないという状況ですか。 

 

白石商工労働課長 予算は計上しておりまして、利用実績があるときに預託金

という形で金融機関に渡しておるというところでございます。 

 

中村博行分科会長 山陽勤労青少年ホームの建物についてですが、この位置付

けというのは今後どのように考えられていますか。 
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白石商工労働課長 公共施設の検討の中にも挙がっておりますが、市内に同じ

目的を持っている小野田勤労青少年ホームという二つ重複する施設でご

ざいますので、こちらについては将来的に統合という形で考えていきた

いと思っております。 

 

中村博行分科会長 いつ頃までにという目安はありますか。 

 

白石商工労働課長 当然廃止ということになりますと、解体ということで予算

等も伴いますので、予算要求の中で考えていきたいと思っております。 

 

中村博行分科会長 今後いろいろと協議をする場があろうかとは思います。ほ

かにございますか（「なし」呼ぶ者あり）基本施策２４の全般であれば

と思いますが、よろしいですね。それでは午前中の審査をこれで終わり

まして、午後は審査番号の５番から入ります。午後１時から水道局関係、

５番、その後４番にいきまして、それが終わりましたら２番、３番とい

う順序で審査を続けていきたいと思いますので、よろしくお願いします。

それでは午前中の審査をこれで終わります。午後は１３時からというこ

とで御参集のほどよろしくお願いします。それでは休憩に入ります。 

 

午前１１時５７分休憩 

 

 

午後１時再開 

 

中村博行分科会長 それでは休憩を解きまして、午後の会議を始めます。水道

局のほうからパソコンの持込みの申出がありましたので、許可したいと

思います。それでは審査番号５番、ナンバー２０、水道の安定供給と下

水道の充実の水道局の部分について説明を求めます。 

 

今本水道事業管理者 １１月１日付けで水道事業管理者に就任いたしました今
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本と申します。職場が全く変わりまして新人の気持ちでございますけど

も、一生懸命取り組ませていただきたいと思いますので、今後ともよろ

しくお願いいたします。それでは水道関係の基本計画部分につきまして

原田次長から説明をさせていただきます。 

 

原田水道局次長 それでは私のほうから一括して説明をさせていただきますの

で、よろしくお願いいたします。それではお手元にあります資料の６８

ページを御覧ください。基本方針、目標指標、現状と課題についてです。 

まず、基本方針につきましては、記載のとおり「快適な生活環境の実現

に向けて、水道事業の運営基盤強化を図り、安全・強靱
じん

で持続できる水

道システムの構築を目指して、計画的に水道施設の整備を行います。」

というものでございます。次に、目標指標でございますが、基本計画に

掲載しております指標は、日本水道協会が作成し、厚生労働省が事業の

指標として使用することを指導しております「水道事業ガイドライン」

の中から選定しており、全国の水道事業体がこれを活用しているもので

ございます。目標指標につきましては、「水道管路耐震化率」を選定し

ております。管路の耐震化につきましては、第二次総合計画の中で最も

重点を置いて取り組むものでございます。この指標は、水道管路の地震

災害に対する安全性や危機対応性を示すもので、耐震化の進捗状況が一

般的にも分かりやすい指標を選定しております。現在、水道管路の延長

は約４２０ｋｍであり、老朽管を毎年５ｋｍ程度のペースで更新して、

平成２８年度の現状値１８．５％から、平成３３年度には２３％に引き

上げる計画としております。次に現状と課題につきまして、水道局分を

読み上げさせていただきます。水道事業については、鴨庄浄水場整備事

業・新配水池築造事業等の基盤施設の整備を計画的に実施してきた一方

で、高度成長期において集中的に整備した水道施設が老朽化し、更新の

時期を迎えています。人口や有収水量が減少する中、将来を見据えた適

正な施設規模を考慮しながら計画的な更新を行う必要があります。また、

防災・危機管理体制についてはより一層の強化が必要です。 

 次に、６９ページを御覧ください。基本事業になります。このたびの
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総合計画策定に当たりまして、基本事業につきましては、水道事業を管

轄する厚生労働省が平成２５年に策定しました「新水道ビジョン」を基

礎としております。この中で将来を見据えた理想の水道像を「安全」、

「強靭
じん

」、「持続」という三つのキーワードから捉えることとなってい

ることから、それを反映させた内容となっております。 

「（１）安全で安心な水の供給」における評価指標の「水質基準不適

合率」につきましては、水道水の安全の観点から、水道施設の監視体制

を強化し、適正な管理に努めることを目標としたものでございます。ま

た、主要事業ですが、水道局の該当事業は「浄水施設管理事業」となり、

内容としては、浄水場内の送水ポンプ整備や無停電電源装置更新等、維

持管理を中心とした事業となります。 

次に「（２）災害に強い強靭
じん

な水道の構築」における評価指標の「配

水池貯留能力」につきましては、水道施設が自然災害等により被災した

ときに、市内へ最低限の水の供給ができる水道施設を今後とも維持する

ことを目標としたものです。また今後は配水量の減少により、この数値

は増大傾向となりますが、過大となることを防ぐため、配水ブロックの

見直しや、配水池の統廃合等により、現在の水準を維持します。主要事

業ですが、「水道関連施設整備事業」となり、内容としては、水道管路

の計画的な更新や、浄水場や配水池等、主要な構造物の耐震詳細診断を

実施して、耐震構造による更新や長寿命化を中心とした事業を行います。 

「（３）水道事業運営の持続」における二つの評価指標については、

いずれも水道事業の経営基盤を強化し、将来にわたり持続できる水道を

目指したものです。「給水収益に対する企業債残高」は、長期借入金の

返済能力を示す指標です。今後は、水道施設の更新や耐震化を推進する

ことにより、企業債残高の増大が見込まれます。平成２８年度の現状値

が３９９％に対し、平成３３年度の目標値が４６９％としておりますが、

これは水道局が作成したアセットマネジメントに基づく最低限の事業を

現行料金のまま行った場合の予想値を記載しているもので、この数値以

下に抑えたいと考えております。次に「流動比率」ですが、企業の経営

分析において重視される指標の一つで、短期的な支払能力を分析するた
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めに用います。１年以内に現金化できる資産が１年以内に返済すべき負

債をどれだけ上回っているかを見ることで、企業の資金繰りの状況を判

断いたします。これが１００％を下回ると支払能力が不安視されるため、

必要な余裕を持った資金運用を目指し設定しております。平成２８年度

の現状値が２３０％に対し、平成３３年度が４２５％となる予定ですの

で、これを目標値としております。主要事業ですが、「市民サービス向

上事業」と「水資源環境保全事業」です。「市民サービス向上事業」は、

水道局が実施する災害対策や、市民への広報、啓発活動等の費用であり、

ペットボトル水（森響水）の作成、水道展の開催等のための費用でござ

います。また、「水資源環境保全事業」につきましては、水道局が所有

する水源涵養
かんよう

林の整備・活用のための事業で、水源涵養
かんよう

林における間伐

や、今月２３日にも予定されておりますが、市民ハイキングの開催費用

等となります。以上、簡単ではございますが、総合計画基本計画の水道

局関連の説明となります。御審議のほどよろしくお願い致します。 

 

中村博行分科会長 ありがとうございました。それではページを追っていきま

す。６８ページの基本方針、目標指標、現状と課題について一括して質

疑を求めます。 

 

藤岡修美委員 基本計画施策課題カルテ、第一次の総合計画から現状と課題と

いうことで作成されておられて、その現状と課題の中で老朽配水管の更

新事業がこれからの課題というふうに取り組まれていて、目標指標が水

道管路耐震化率になっておりますけども、これの関連性というのは老朽

配水管の更新事業イコール水道管路の耐震化になるわけですか。 

 

原田水道局次長 今現在１番老朽化が進んでいるのが配水管となりますが、水

道局が所有しております管路は水源から浄水場までの導水管、それから

浄水場から配水池までの送水管、それから配水池から各家庭までの配水

管の３種類がございます。基本的には全ての管路の耐震化をしなければ、

実際には災害対策ができたとはいえないと思っております。そういった
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意味で配水管に限らず、導、送、配水管全ての管路において全体的に耐

震化を進めていきたいという考え方でこの数値を挙げさせていただいて

おります。 

 

水津治委員 恥ずかしながら、配水池というのは池ではなくて、タンクという

ことでいいですか。 

 

原田水道局次長 配水池は浄水場で作りました水道水を一旦高い所にあるタン

クにためる施設になります。そこから高低差により低地にあります一般

の住宅等に水圧を生じさせて、配送するという施設になります。 

 

河﨑平男委員 目標指数で管路耐震化事業というのは分かりますが、老朽化施

設の中で計画的にやっていくというような、そういう指標は出ませんか。 

 

原田水道局次長 それぞれの施設に対してそういった指標はございますが、こ

のたび基本施策の中の目標指標としては１番分かりやすい「水道管路耐

震化率」というものを採用させていただいたということです。 

 

藤岡修美委員 第一次総合計画では水道の普及率を目標指標に挙げられていま

したが、これを除かれて耐震化率に絞られたという根拠みたいなものは

ありますか。 

 

原田水道局次長 これにつきまして、第一次総合計画は市全体として理想を追

うという計画だったと思います。そういう意味では水道としては現在の

給水区域内については１００％の給水を行うことが理想であるという考

え方を持っておりました。それで普及率等、高い目標値を挙げさせてい

ただいたという経緯はございます。ただ、この第二次総合計画はより現

実的な計画を策定するということでありましたので、理想論より現実的

な安定給水を目標にした管路等施設の耐震化を目指したものという形に

させていただいております。 
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藤岡修美委員 耐震化率で分子が耐震管ということになっておりますけども、

実際山陽小野田市は干拓地が多くて、多分地震が来たら地盤が液状化し

てぐちゃぐちゃになってしまって、耐震管というのはその中でももつよ

うな管ですか。 

 

原田水道局次長 今水道局で耐震管として扱っているものが大きく分けると３

種類ございまして、一つは鋼管、素材が鉄の管です。もう一つがダクタ

イル鋳鉄管のＧＸ継手という管、もう一つが高密度ポリエチレン管とい

われる管になります。それぞれ特性としましては、いろいろな衝撃がか

かったときに非常に強度があるということと、もう一つは地盤が動いた

ときにそれに併せて管路も伸縮することができるというものです。鋼管

については管路自体がそれぞれ地盤の動きに併せて追随していく。鋳鉄

管のＧＸ継手については継手部分が若干ですが伸縮や曲がるという特性

があります。それで地盤の変化に追随し、ポリエチレン管のほうは柔ら

かいホースをイメージしていただければと思いますけど、そういう形で

すので地盤の変形にも追随していけるというものでございます。 

 

河﨑平男委員 「人口や有収水量が減少する中」ということが書いてあります

が、有収水量の数値はどのぐらいですか。 

 

原田水道局次長 有収水量ですけど、この近年はほぼ横ばいになっております

が、一時期は毎年５％程度下がっておりました。人口減少等に比例して

水道の使用水量というのは変わってきますので、その影響はどうしても

出てくるという状況です。近年では、理由ははっきり分かりませんけど、

下げ止まっているとは思っております。 

 

河﨑平男委員 そういった中で有収水量というのは、どのぐらいの割合で経営

ができるのですか。 
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原田水道局次長 基本的には有収水量が下がればそれに見合った経営をするし

かないというのが現状にはなるのですが、ただし今後の管路の耐震化等

や、施設の更新等をやっていこうとした場合には、このまま下がり続け

ると、いつかは財政的にはもたなくなる可能性が高い。そういうことで

昨年度水道料金の改定の提案もさせていただいたのですが、前回は否決

という形にはなりましたけど、どうしてもこういったことが今後必要に

なってくると思っておりますので、御理解をお願いできないだろうかと

思います。 

 

藤岡修美委員 ちなみに第一次総合計画で平成１７年を基準年として２７年度

が８７％、水道有収率、２９年度が９０％ということで見込まれていま

したけども、現状はどのぐらいですか。 

 

原田水道局次長 現状も約８７％で、管路の更新がこの１０年間ではそれほど

できていないということから、有収率も改善することができなかったと

いうところがございます。 

 

中村博行分科会長 漏水とかが関わっているということも含めてですね。 

 

岡山明副分科会長 宇部市との広域化の状況はどこまで進んでいますか。 

 

原田水道局次長 平成２５年度から宇部市との広域化について双方で検討を始

めました。その後に平成２７年度から検討委員会というものを両市で正

式に立ち上げまして両市の水道事業管理者、各課の課長が入って会議を

行っております。今まで６回、会議を行っておりますが、今のところ内

容につきましては具体的な形まで報告ができない状況です。平成２８年

度に取りあえず基本計画の素案というものを作りまして、その内容によ

りまして広域そのものにつきましては双方に対してメリットがあるとい

うことは分かったということです。その後にどういう形で広域化をする

のかということについては、広域化というのは４段階の段階がございま
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して、１番上は事業統合といいまして完全に一つの事業体になる。その

下が経営の一体化、組織は一つになりますが、事業は山陽小野田市水道

事業と宇部市水道事業を分けて行うという形です。それからその下が管

理の一体化、これは物品の共同購入とかいろいろな業務を一部一緒にや

りましょうというもので、１番下層になるのが施設の共同化になります

が、これについては双方の施設を共同で使いましょうとか、そういった

ものになります。このような中で、検討委員会の中では、せめて経営の

一体化以上の広域化により組織が一つにならなければ、人員の面などで

はメリットが出なくなるということで、経営の一体化もしくは事業統合

というところを目指そうという話にはなっております。ただし、これを

目指すとなれば、やはり行政合併と同じようなことになり、総論から各

論まで全て調整をしていかなければならないということで、非常に調整

が難航しており、なかなか前に進んでいないというのが現状です。 

 

河﨑平男委員 簡易水道の文言がありませんが、どのようになっていますか。 

 

原田水道局次長 この総合計画の中では簡易水道のほうについては環境課の担

当という形になっております。 

 

中村博行分科会長 予算決算の場合は入っていますね。 

 

藤岡修美委員 ちなみに石綿管は完全になくなったと考えていいですか。 

 

原田水道局次長 石綿管につきましては平成２８年度に完全に解消する予定で

あったのですが、埴生でやっております工事の全体が遅れたということ

で、年度を繰り越してやっている最中で今年度中には全て解消する予定

となっております。 

 

中村博行分科会長 ９月議会では大体１０月頃には終わるようなお話だったと

思います。 
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伊東水道局工務課長 工期は１１月末までになっておりますけど、現場のほう

での施工は昨日舗装を完了して、全部終わっております。 

 

岡山明副分科会長 広域化については、統合、市町村の合併にふさわしいよう

な感じの話をされましたが、広域化が進んでいない状況の中で、水道局

では平成２５年にアセットマネジメントを作成されていますよね。広域

化が延びることでアセットマネジメントに対する影響が出てきますか。 

 

原田水道局次長 １番大きいものは事業費と人件費になると思います。人件費

のほうでいいますと、組織が早く一つになれば早く人員削減ができます

ので、そのほうが影響を少しでも減らすことができるのではないかと思

っております。もう一つの事業のほうですが、今１番問題になっており

ますのは、浄水場の統廃合でございます。宇部市と山陽小野田市のうち、

宇部市と旧小野田市が同じ厚東川水系を水源としておりまして、人口的

にみますと宇部市が１７万人、旧小野田市が約４万人ぐらいだろうと思

いますけど、合わせて約２１万人分の都市の水の供給をどうするかとい

う話になると思います。宇部・小野田地区のために浄水場が三つござい

ますが、２１万人都市で浄水場が三つも要るのかということで、今後ど

のように統廃合するのかという問題があります。最終的にそれぞれの浄

水場の施設能力を見ながら、統廃合をしていくということになりますが、

広域の協議が遅くなればなるほど、先延ばしになるということになりま

す。浄水場の更新費用というのは金額も大きいものになりますので、で

きるだけ早く取り組みたいとは思っております。ただ現状を分析してみ

ますと、現在の給水人口では今すぐ三つある浄水場を二つにするとか、

一つにするとかいうのは各浄水場の施設能力からするとできないという

のが分かっております。将来的にある程度給水人口が減少し、それに見

合う施設でいいということになれば、そのうちの一つを廃止する等の方

向になると考えております。 
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岡山明副分科会長 統合に対して何がネックになるのかを具体的に教えてくだ

さい。例えば料金の問題もあるでしょうけど、宇部市と山陽小野田市の

人口トータルで２１分の４が山陽小野田市というような統合に対して一

番のネックになっているのが何かということを教えていただきたい。 

 

原田水道局次長 何が問題かと言いますと、一つは組織形態が違います。宇部

市は上水道と下水道を両方持っていらっしゃいます。山陽小野田市のほ

うは上水道と工業用水を持っているという形になります。両市で広域化

による一つの水道事業体を作ろうとすると、消防のような一部事務組合

という形態が一般的になります。そうすると、宇部市は組織のほうから

下水道を切り離さないといけない、山陽小野田市は工業用水を切り離さ

ないといけない。特に宇部市のほうは上下水道局を平成２６年度だった

と思いますが、設立されました。これは市長のトップダウンで決められ

たものなのです。そのため、そう簡単に一度作ったものをまた分けるこ

とはできるのかという問題があると思います。もう一つは山陽小野田市

については厚狭川水系がありまして、これをきちんと山陽小野田市水道

事業として広域の中に含めていかなければならないという問題がありま

すので、これから両市で協議をしていかなければならないと思います。 

 

中村博行分科会長 基本方針等に広域というのが全く記載されていませんが、

その辺りは何かお考えがあってのことですか。 

 

原田水道局次長 広域につきましては市の総合計画の中ではあえてこれについ

て触れないようにしようと思っておりました。今年度になってからです

が、宇部市上下水道局が総合計画を策定されました。これも基本的な考

え方としては、まずは単独で事業をやっていくという考え方があります。

併せて山陽小野田市との広域協議も行い、広域化が可能になればそれに

あわせた計画を改めて作成しましょうという考え方です。そのため、当

市としましても同様の考え方で、まずは単独で事業を進めていくという

方向を持って、その上で広域協議ができた時点で改めて計画を作り直す
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という考え方にしております。 

 

中村博行分科会長 ６８ページよろしいでしょうか。それでは６９ページ（１）

安全で安心な水の供給についてお願いします。 

 

河﨑平男委員 この総合計画というのは、市民にとって分かりやすい総合計画

でなくてはならないと思います。その関係で「水源から給水栓まで」と

いうようなことがありますが、例えば厚狭川水系、有帆川水系、そうい

う文言を入れられたらどうですか。 

 

原田水道局次長 先ほど広域のところで申しましたけど、山陽小野田市水道事

業というのは、厚狭川水系の水道施設と、厚東川水系の水道施設を含め

て一つの水道施設というように考えております。実際には後潟及び鳥越

では配水管の一部を連結もしておりますし、施設の一体化を今後も図っ

ていきたいと考えておりますので、あえて地域個別の表現をしないとい

う形にさせていただいております。 

 

藤岡修美委員 安全で安心な水というのはちょっとイメージできますが、「お

いしい水」、確かに森響水のペットボトルを冷やして飲んだらおいしい

ですけど、その辺の定義づけみたいなのがあれば教えてください。 

 

原田水道局次長 おいしい水というのは非常に定義が難しいところです。まず

水道局が一番に考えておりますのは、安全な水でございます。厚生労働

省の水質の基準項目、守らなければいけない数値というのが５１項目ご

ざいます。これに必ず適合した水を作る、浄水場で作るだけではなくて、

末端の蛇口でもそれに適合した水を供給することが一番の責務と思って

おります。できましたらおいしい水のほうがよろしいとは思います。水

処理を更に追加をすればできないこともないですけど、費用が相当掛か

りますし、各水道使用者の御負担を増やすことになるため、なかなか難

しいということで、そこまで踏み込んでいないということでございます。 
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藤岡修美委員 あえて「おいしい水」と書いてあるので。 

 

原田水道局次長 できればおいしい水を供給はさせていただきたいと思ってお

りますけど、まずは安全を最優先にさせていただきたいということでご

ざいます。 

 

中村博行分科会長 いいですね。それでは（２）の災害に強い強靭
じん

な水道の構

築という点について質疑を求めたいと思います。 

 

河﨑平男委員 非常時の最低限の水というのはどのぐらいですか。 

 

原田水道局次長 考えておりますのが、１日平均配水量の大体１日分をまず確

保できればいいと思っております。また、厚生労働省の基準では、１日

最大配水量の０．５日分という基準がございます。１日最大配水量とは、

１日のうちで１番多く瞬間的に配水される水量を２４時間当たりで換算

したもので、この２分の１の貯水量があればいいということになります。

これに比較すると１日の平均配水量のほうが多いという形になります。

仮に事故等により、浄水場から配水池に水を送ることができないという

状態であっても、１日はもたないにしても、半日ぐらいは全く市民生活

に影響を与えることはないようにと考えております。 

 

岡山明副分科会長 宇部市との相互融通管というのは当然あると思いますが、

融通水というのは緊急時に際してどの程度の融通が効くのですか。 

 

原田水道局次長 宇部市との緊急時の相互融通管というのは２か所ございます。

一つは宇部市の厚南の黒石地区、厚南にゆめタウンというところがござ

いますが、そこから小野田霊園のほうに向かっていく市道黒石目出線に

おいて宇部市の配水管７００ミリと、山陽小野田市の送水管６００ミリ

を４００ミリの管でつないでおります。これが日量８，０００トンの融
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通が可能ということになっております。それからもう一つは有帆地区で

ございます。これは宇部市が旧楠町に配水するために布設した４００ミ

リの配水管が有帆地区、二井ぶどう園の前の道路に入っておりますけど、

それと当市配水管である３００ミリの管をつないでおります。これにつ

いては１日２，０００トンが融通できるということになっておりまして、

全部で１万トンの融通が可能ということになっております。 

 

岡山明副分科会長 １万トンといいますと、市内の今の供給量に対して何パー

セントぐらいですか。 

 

原田水道局次長 両方ともこれらの管路は厚東川水系の関係で、小野田地区だ

けという形にはなっております。当然後潟と鳥越の融通管を開放すれば

山陽地区のほうにも一部配水はできますけど、小野田地区だけでいいま

すと、大体小野田地区が１日２万トン弱の使用水量と思われますので、

大体６割から７割程度の融通量という形になります。 

 

岡山明副分科会長 厚東川はそういう形ですけど、厚狭川水系の市内のバック

アップはどうなっていますか。 

 

原田水道局次長 山陽地区につきましては、平成２２年度に水害が起こり、鴨

庄浄水場が冠水し山陽地区全体が断水になったという非常に苦い経験が

あります。これに伴いまして、まず行ったのが水害に強い浄水場を造る

ことと、配水池の容量の増加です。西見配水池の容量は５，０００トン

です。これにより、通常であれば現状の配水施設で当面１日ぐらいは何

とか配水できると考えております。一般的な事故であれば１日のうちに

何とか原因解消は可能だと思っております。どうにもならないことが起

こったときには、これは小野田地区も同じですけど、やはりそれぞれそ

の地区に対して応援給水を行うしかないという考え方です。２２年度の

水害の応援給水の状況を御覧になられた方はよく御存じと思いますけど、

県内から日本水道協会という組織を通じていろいろな応援も来ますし、
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必要であれば県外からでも来ていただけます。そういった形で水道事業

者同士が協力し合って、何かあったときには双方が応援に行くという体

制が現在できております。 

 

岡山明副分科会長 よく分からなかったのですが、厚狭川水系の水量で山陽小

野田市の全般賄えるかどうか。それが聞きたかったのですが、水量から

いくとどうなりますか。 

 

原田水道局次長 現在山陽小野田市の１日配水量が多いときで２万２，０００

から２万５，０００トンぐらいだと思います。鴨庄浄水場の１日の処理

能力が最大で１万５，８００立米です。そのため、市内全域をカバーす

るほどの処理能力はないという形になっております。 

 

中村博行分科会長 それでは７０ページの（３）水道事業運営の持続について

質疑を求めます。 

 

藤岡修美委員 評価指標が二つありますけども、安定経営だと判断できる目安

みたいな数値というのはありますか。 

 

原田水道局次長 安定経営と言われる数値といいますと、まず給水収益に対す

る企業債残高、これについては一般的には３００％程度がふさわしいと

言われております。それから流動比率につきましては、基本的に１００％

以上ですけど、民間企業の場合は大体１２０％以上を目指すと言われて

おります。 

 

中村博行分科会長 現在の企業債残高、給水収益この具体的な数字を挙げても

らえたらと思います。 

 

岡水道局総務課課長補佐 平成２８年度の決算値になりますが、企業債残高は

５２億３，６００万円程度です。給水収益自体が１３億１，２００万し
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かございませんので、先ほど表示しておりました率になります。約４倍

になります。 

 

中村博行分科会長 ついでに流動資産、負債。 

 

岡水道局総務課課長補佐 同じく平成２８年度決算になりますが、流動資産は

２２億２，８００万、流動負債は９億６，８００万円です。 

 

中村博行分科会長 これに対して内部留保資金も入れてもらえたらと思います。 

 

岡水道局総務課課長補佐 平成２８年度の決算値になりますが、内部留保資金

は８億３，０９０万程度ございます。 

 

中村博行分科会長 その辺りの数字は認識しておいてもらいたいと思います。 

 

藤岡修美委員 水源涵
かん

養林の育成という言葉になっていますけど、用地は確保

されて育成というのはどういうのを意味されているのですか。 

 

原田水道局次長 先ほども言いましたけど、この２３日に市民向けのハイキン

グを行いますが、場所は美祢市の旧秋芳町の嘉万というところでござい

ます。面積は２６ヘクタールございまして、基本的には様々な針葉樹林、

広葉樹林が混ざった山と、杉、ヒノキを植えた造林の山と両方がござい

ます。基本的に針葉樹、広葉樹が混ざった自然林については手を付けな

い方向で育成を考える。これが一番理にかなったやり方です。杉とかヒ

ノキを植えて造林をしたところにつきましては放っておきますと、どん

どん幹が細いまま上に向かって伸びていきまして、台風等がありますと

倒れてしまうなど非常に弱い森林になるということと、地面に全く日が

当たらない状態になりまして、草や木も生えず、水源涵
かん

養能力が非常に

低くなるというものでございます。そのため、こういった山につきまし

ては間伐を行って、木と木の間を広くし、そこに日差しが入ることによ
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って雑草や新しく広葉樹等がそこに繁殖をするという形になります。そ

うなれば、枯葉が土壌に落ちていわゆる腐葉土というものができまして、

水源涵
かん

養能力も生じてくるという形になっております。それぞれの山の

状況によりまして、適した育成をしているという形でございます。 

 

中村博行分科会長 実は今年水源涵
かん

養で桂木山まで委員数名で行きましたので、

またそういう機会があったらと思います。 

 

岡山明副分科会長 今回問題になっている水道料金の改定の話が出てなかった

のですが、これをどのような形に進められているかをお聞きしたい。 

 

中村博行分科会長 料金改定の予定等々、話せる範囲で。 

 

原田水道局次長 水道料金改定につきましては、先ほど若干述べさせていただ

きましたけど、今後水道事業を進めていく上で、特に安定給水を行うた

めにはどうしても財源確保ということが必要になりますので、我々も企

業努力はしてまいりますけど、それだけでは足らない部分につきまして

は、料金改定をさせていただくと非常に助かります。今後の予定ですが、

委員会の構成が変わられたということで、昨年度御説明させていただい

た内容を御存じの方は少ないのではないかと思いますので、また改めて

そういった水道事業について、よろしければこちらのほうから何らか説

明ができる機会を与えていただければ、水道事業の理解をしていただき

まして、その上で必要な水道料金の改定について御検討いただけたらと

は思っております。できましたら平成３０年度には提案ができますと今

後安定した事業運営ができるのではないかと考えておりますので、また

よろしくお願いいたします。 

 

今本水道事業管理者 私も１１月から行って、まず見たのがそれぞれの施設、

今話が挙がっております配水池とか浄水場、そういった設備を見て回り

ました。水道事業というのは巨大設備産業だと言われるぐらいにずっと
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配水池を回るだけでも市内午後から行ってもちょっと時間足りないぐら

い。小さい道路なんか走っていったのですが、よく考えればその下に全

部水道管があります。先ほど説明がありました約４２０キロの水道管路

があるという状況の中で配水池もいろいろなところにあります。小野田

地区は二つですけども、山陽のほうには山あり谷ありということで小さ

い配水池が幾つもあって、送水ポンプが付いているというような状況で、

すごく多くの設備があるというのは改めて感じたところです。水道事業

というのは御存じのように独立採算でやっていますので、先ほどの有収

水量がどんどん減ってきても巨大な設備を維持するのに同じような金額

が掛かってくるということで、どうしても水道料金の値上げというのは

事業を維持するためには必要なものであろうと思っております。昨年か

ら水道局のほうでいろいろ提案をさせていただいておりますけども、市

民の皆様、議員の皆様から頂いた意見を参考にしながら、どういった改

定内容がふさわしいのかというのを水道局の中でも詰めまして、また議

員の皆様にもいろいろ水道設備、水道事業について御承知いただく中で、

皆様の理解を得ながらその辺については進めてまいりたいと思っており

ますので、よろしくお願いいたします。 

 

中村博行分科会長 水道料金については、避けて通れない問題だと認識してお

りますけども、ただ前回の場合、方法に少し偏りがあったということも

ありまして、なかなか理解が得られなかったのではないかと思います。

先ほど次長のほうからおっしゃいましたように委員会としても、むしろ

こちらからも要請をして、このアセットマネジメント等料金改定に関わ

る問題、メンバーが一新しておりますので、またそのほうについてもお

願いをしたいと考えております。よろしいですか。それでは５番の審査

を終えまして、ここで若干の休憩を取りたいと思います。２時１０分ま

でに御参集をお願いします。それまで暫時休憩に入ります。 

 

午後２時１分休憩 
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午後２時１０分再開 

 

中村博行分科会長 それでは休憩前に続きまして会議を続けます。次に審査番

号４番、ナンバー２６、工業の振興について執行部の説明を求めます。 

 

白石商工労働課長 ９０ページをお開きください。基本施策２６、工業の振興。

基本方針についてです。地域経済の活性化、新たな雇用の場の創出を目

指し、工場設置奨励条例による優遇措置や優れた立地環境のＰＲ、立地

基盤の整備を図りながら、県と連携した積極的な誘致活動を展開します。

また、企業、市、大学・研究機関の連携・情報交換を強化し、既存企業

の内発促進を図ります。 

目標指標についてです。１番目は小野田・楠企業団地分譲率としてお

ります。こちらは分譲済面積を事業用地面積で割ったものに１００を掛

けたパーセンテージです。現状値平成２８年度は４８．７％です。これ

を前期目標値６０．０％に設定しております。２番目は製造品出荷額と

しております。これは工業統計調査の結果を基にしております。従業員

４人以上の事業所の出荷額を目標としております。現状値は平成２６年

度で９，００４億１，０００万円、３３年度の目標を９，９００億円と

しております。伸び率については過去の調査の伸び率の平均を当ててお

ります。 

現状と課題についてです。新山野井団地、東沖ファクトリーパークは

全区画企業進出しており、小野田・楠企業団地においても、平成２９年

１月時点で４社の民間事業者の進出があり、完売を目指し、今後も県と

連携した誘致活動が必要です。企業訪問等を通じて、企業・市・大学等

の連携や情報交換に努め、企業の事業規模拡大等による既存施設拡張を

促進していくことが必要です。工場設置奨励条例による優遇措置の充実

や企業用地、工業用水等の立地基盤の整備など、企業が成長できる環境

づくりを県と連携を図りながら進めていくことが必要です。 

９１ページの基本事業（１）企業誘致の推進。優れた立地環境や工場
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設置奨励条例などの制度を対外的にＰＲし、企業団地への誘致活動を進

め、雇用の場の確保と産業の活性化を図ります。評価指標といたしまし

ては、市外企業へのＰＲ回数ということで、これについては大都市圏で

の展示会出展、広告掲載、アンケート調査などの実施回数で、現状値平

成２８年度の１回はアンケート調査を実施したものです。前期目標の平

成３３年度につきましては大規模都市圏での展示出展での試み３回を目

標としております。 

主要事業の企業誘致推進事業につきましては、毎年ターゲット企業へ

のアンケート調査を実施することで小野田・楠企業団地を広くＰＲして

おるところでございます。また県との連携につきましては県の企業誘致

推進連絡協議会に負担金を支払って、誘致活動等を一緒に展開しておる

ところでございます。また、工場設置条例を制定しておりまして、こち

らにつきましては激しい都市間の競争の中で誘致活動を進めるためにこ

の奨励条例による優遇制度、工場設置奨励金、雇用奨励金、用地取得奨

励金、従業員住宅新設奨励金を特典として企業誘致を展開しておるとこ

ろでございます。 

２番目の立地基盤の整備についてです。企業誘致を継続的に推進する

ため、企業用地、工業用水等の立地基盤の整備、アクセス道路の整備を

県との連携の下で取り組み、企業が成長できる環境づくりを図ります。

主要事業につきましては、立地基盤整備事業として企業団地内の行政財

産、公園や道路、水路などの適正な管理を行うことにより、企業団地の

現地視察等を行っておるところでございます。また、小野田・楠企業団

地につきましてはインフラ整備事業を進めております。これは企業が団

地等に進出する際に産業基盤整備のニーズが強いため、ニーズに応える

ために立地基盤の促進を努めておるところでございます。これにつきま

しては、光ファイバーなどの設置を示すことにしております。商工労働

課分は以上です。 

 

原田水道局次長 それでは工業用水道関係でございますが、基本的に基本事業

の（２）立地基盤の整備のところの主要事業についてだけ御説明をさせ
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ていただきます。工業用水道施設整備事業でございますが、これにつき

ましては、先ほど上水道のほうでも御説明させていただきましたが、既

存の老朽化した工業用水道施設の更新若しくは耐震化という事業を進め

ていくというものでございます。 

 

白石商工労働課長 次の９２ページをお開きください。（３）既存企業の内発

促進についてです。企業や山陽小野田市立山口東京理科大学との交流を

促進し、既存企業の産学官連携に向けた機運醸成を図るほか、既存企業

の増設など事業拡大を支援していきます。評価指標につきましては工場

設置奨励条例奨励交付件数としております。現状値平成２８年度は６件

交付しております。前期目標の平成３３年度についても今年度と同程度

の６件を目標と掲げております。主要事業の企業内発促進事業につきま

しては、先ほどの誘致のところにもございました工場設置奨励条例、こ

ちらを内発企業にも適用して進めておるところでございます。 

 

中村博行分科会長 説明が終わりましたので、まず９０ページから質疑を求め

たいと思います。 

 

河﨑平男委員 基本方針の中で出てくるのが、いつも県と連携した積極的な誘

致活動ということでありますが、市としての特徴的な活動はないのです

か。それとも市として独自事業も考えて、例えば特区申請とかいろいろ

なもので、積極的に市が関わる事業をやるべきではないですか。 

 

白石商工労働課長 現在しておりますところはアンケート調査を市で自主的に

行っております。それによって小野田・楠企業団地、毎年１，０００社

程度ターゲットを決めて、地区ごと等、業種等決めまして、アンケート

調査と小野田・楠企業団地のパンフレット等を併せて配布しているとこ

ろでございます。また近年しておりませんが、大都市圏での企画展示等

で市長のトップセールスというのも今後必要ではないかなと思っており

ます。 
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河﨑平男委員 特区の申請とかはやられないのですか。 

 

白石商工労働課長 ちょっと今のところは該当するものがないかなと思ってお

りますので、今のところ考えておりません。 

 

河﨑平男委員 企業団地ということでありますが、例えば軽微な用途変更とか

は県との相談でできるのですか。 

 

白石商工労働課長 軽微な要件の変更とはどのようなことでしょうか。 

 

河﨑平男委員 例えば製造業とか第一次産業とかいろいろなものが入れるよう

な形で県と協議ができないものかというようなことです。進出企業の種

目が決まっているじゃないですか。その中に特徴的な企業が入れるよう

な県との協議はできないものかという質問です。 

 

白石商工労働課長 小野田・楠企業団地につきましては当初製造業ということ

で対象業種にしておりましたが、その後発電事業等、このたび３月の改

正では卸売、流通業の関係も入れて雇用を生じるような事業について拡

大を随時、ニーズに応じて図っておるところでございます。 

 

中村博行分科会長 指標のところで分譲の面積になっていますけど、区画では

いけませんでしたか。 

 

白石商工労働課長 何区画売れたかというのも考えていましたが、近年１区画

１ヘクのものを半分に分けて分譲というのが３件続いておりまして、そ

れでいきますと売れているけど、分譲の区画が減らないという状況等も

ございまして、面積のほうでさせていただいております。 

 

中村博行分科会長 区画にするとどうなりますか。 
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白石商工労働課長 半区画で３企業ほど埋まっておりまして、それを拾うと結

局３つ売れたのですが、まだ残り１１という数字になっておりますので、

一つは全区画売っていますように１２が１１になったということですけ

ど、企業のほうは四つ入っているという結果でございます。 

 

中村博行分科会長 区画のほうが分かりやすいという気がしましたけどね。９

０ページはいいですか。（「はい」と呼ぶ者あり）それでは９１ページ

の（１）、（２）一緒に行きましょう。企業誘致、立地基盤。 

 

河﨑平男委員 企業誘致の推進ということで、これは指標の中でもＰＲ回数と

かになっておりますが、何社回ったとかいうのは分かりますか。 

 

白石商工労働課長 ２８年度の１回分についてはアンケート調査ということで、

１，０００社対象にアンケート調査を実施しております。目標に挙げて

います３回のうちの大都市圏での展示会等の出展につきましては、展示

会で構えて、あと関連業者が何社来られるかと、訪問されるかという数

字になります。今回こちらは回数を挙げておるということでございます。 

 

中村博行分科会長 以前東京のほうで市長がプレゼンをされましたよね。理科

大の学長でしたか。この３回というのは、そういった形のものを設けて

いくということですか。 

 

白石商工労働課長 そういうことでございます。企業立地フェアや関西技術展、

東京、大阪方面で行われている展示会への出展回数ということです。 

 

藤岡修美委員 優れた立地環境をＰＲすると書いてありますけれども、具体的

にどういう面で優れているのですか。 

 

白石商工労働課長 まず気候が温暖であるということ、それと地震、台風等自
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然災害が少ないというのが１番だろうと思いますし、あと交通アクセス

につきましても山陽自動車道等交通機関等も整っているということをＰ

Ｒしております。 

 

藤岡修美委員 立地基盤の整備でアクセス道路の整備を県との連携の下で、取

り組むと書いてありますけど、具体的にはこれはどういう道路ですか。 

 

白石商工労働課長 県道江汐線でございまして、順次拡張をしておりまして、

今１．７キロぐらいだったと思いますけど、国道２号線との交差点改良

でその区間ちょっとまだできておりませんけど、それも近々整備してい

ただくということでの要望等をしているところでございます。 

 

河﨑平男委員 アクセス道路というのもありますが、湾岸道路との関わりはな

いのですか。 

 

白石商工労働課長 湾岸道路の整備につきましては、担当ではございませんの

で、ちょっと詳しいことは分かりませんが、今できておるところ、公園

通の交差点で一応の終わりになっているのではないかなと思っておりま

す。今の湾岸道路の開通におきましても山陽太平洋ライムとか、美祢の

ほうから物資等運ぶ企業とか、小野田港かいわいの企業については恩恵

のほうは被っていると企業訪問の際に聞いております。 

 

岡山明副分科会長 工業用水が必要な企業を今後誘致したいという状況の中で、

山陽小野田市として工業用水の確保ができるのかどうか、余裕があるの

かどうかを確認したい。 

 

原田水道局次長 工業用水につきましては水道局の供給能力が１日当たり２万

４，７００㎥でございます。これにつきましては市内３社の企業に現在

供給をしており、全量売れております。そういう形で供給能力もですが、

それに伴います水源そのものの権利を持っておりませんので、これ以上
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水を売ることができないという状況でございます。新規企業で工業用水

が必要だということになりましたら、山陽小野田市内は山口県企業局が

別に工業用水道事業をやっていらっしゃいますので、そちらのほうから

供給を受けていただくということになろうかと思います。 

 

岡山明副分科会長 では、この小野田・楠企業団地の中で工業用水が必要な企

業は誘致できないという状況ですか。 

 

原田水道局次長 小野田・楠企業団地の場合は、近くに山口県企業局の厚狭川

工業用水道事業の管路が通っております。以前ですが、県企業局のほう

で小野田・楠企業団地に工業用水の給水の検討をされたことがありまし

て、最大１日に７，０００㎥の給水をする管路の計画は立てていらっし

ゃいます。ですので、実際に企業が来られて工業用水が必要だというこ

とになりましたら、厚狭川からの供給が可能になると考えております。 

 

河﨑平男委員 立地基盤の整備で企業用地の整備だと思いますが、企業用地の

利活用というのはどのぐらいありますか。 

 

白石商工労働課長 企業団地として売っておりますのが、新山野井と東沖ファ

クトリーパークのほうは完売で、今分譲しておりますのは小野田・楠企

業団地のみということで、こちらは業務用の面積が２２．２ヘクを分譲

しておりまして、２８年度時点で１０．８ヘクが分譲済みということで

ございます。あとは企業等の遊休地等が対象になろうかと思っています。 

 

河﨑平男委員 その企業用地というのは、企業が持っている土地の有効活用と

いう意味ですよね。 

 

白石商工労働課長 既に企業が持っていらっしゃる用地、分譲可能なものにつ

きましては、県のガイドブック等に載せておりまして、そちらについて

は情報提供、斡旋
あっせん

ということで、実際の売買等については所有が違いま
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すので、民民の交渉ということになろうと思います。こちらの小野田・

楠企業団地については山陽小野田市の土地開発公社と県の所有というこ

とで、こちらを積極的に進めておるところでございます。 

 

中村博行分科会長 ９１ページはよろしいでしょうか。それでは９２ページ

（３）、既存企業の内発促進について質疑を求めます。 

 

河﨑平男委員 指標の中で、６件から６件と変わらないじゃないですか。本来

はもう少し上げるべきではないですか。 

 

白石商工労働課長 まずはこの２８年度の内訳を説明させていただきます。用

地取得奨励金が１件、これは用地を取得された場合に１回だけ交付され

るものでございます。それと雇用奨励金というのも１件ございます。こ

れについても１回だけということで、あとは工場設置奨励金の分が４件

ありますが、これは固定資産税のキャッシュバックといいますか、３年

間奨励金として交付するということでございまして、毎年対象がちょっ

とずつ変わっておるということの中で今と同じ交付対象にしていきたい

ということでございます。 

 

河﨑平男委員 そうしますと説明の傍線よりも、そういう所得とか雇用とかほ

かのものを説明のところに書くべきではないですか。これでは分かりま

せんよね。前から説明のところに入れてくださいと言っていますけど、

これでは分かりませんよね。親切丁寧に市民の皆さんに分かるような総

合計画でなければ、御無礼じゃないですか。 

 

中村博行分科会長 これは企画課のほうで統一した考え方があったと思います

が、その中でも分かりやすくという意味では何らかの表現があったほう

がいいのではないかという指摘です。これは当初から記載しないという

考え方だったのですか。 
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河口企画課長 基本的に指標については原課から出していただいた内容がいい

かどうかという話とか、説明についても同じような形でここは説明が要

る、要らないということも含めて原課のほうと協議しながらやっており

ます。基本的には原課の御意見を尊重するということが主でございます。 

 

河﨑平男委員 それではさっきの取得件数とかいろいろなもので６件というの

が入りますよね。ただ工場設置奨励条例奨励交付金件数という意味合い

ではないですよね。ほかにもたくさんあったけど、説明を入れるべきで

はないですか。 

 

中村博行分科会長 説明を入れることについては、何か協議をされましたか。

説明は記載しないという根拠があったのかどうか。 

 

白石商工労働課長 説明させていただきました６件は実際の工場設置奨励条例

の内容の説明をさせていただきました。それがこちらの指標の交付件数

の説明に当たるかどうかというのは、どうなのかなとは思っております。 

 

中村博行分科会長 ちょっとまた協議しましょう。 

 

村田企画課主査 この指標については庁内の課長級で構成する幹事会というと

ころで班別に分かれてそれぞれ協議いたしました。第４章につきまして

も各担当の課長に集まっていただいていろいろと協議をさせていただい

たのですが、その場では工場設置奨励条例奨励金の交付件数ということ

で特に説明が必要だという話は協議の中ではありませんでした。という

のが、この工場設置奨励条例の奨励金が種類は３種類ありますが、その

奨励金全体の交付件数ということで６件ということで挙がっていました

ので、奨励金の交付件数件ということで特に説明は必要ないだろうとい

うことになっております。 

 

岡山明副分科会長 別件ですが、山陽小野田市工場設置奨励条例の中で工業団
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地等に入るのにいろいろと規制があります。常時使用する従業員として

創業開始から雇用しとか、引き続き創業開始日以降使用するもの１０人

以上雇用するとかありますが、そういった雇用条件が意外と厳しいので

企業が工業団地に入りづらいという話を聞いております。そういった状

況の中で、条例の雇用の人数を減らすとかで企業団地の企業進出を促進

するという緩和策はどうですか。 

 

白石商工労働課長 御質問の件につきましては、既存企業の工場の増設の場合

の要件でございまして、工場新設、移転の場合につきましては投下固定

資産税総額が３億円以上、中小企業につきましては５，０００万円以上

の工場設置ということで、こちらについては従業員の要件というのは付

けておりません。 

 

岡山明副分科会長 そうすると小野田・楠企業団地に対しては雇用の条件が入

っていないのですか。私は雇用の条件が入っていると聞いたのですが。 

 

白石商工労働課長 小野田・楠企業団地の新設、移転の場合には雇用条件は入

っておりません。 

 

岡山明副分科会長 例えば山陽小野田市内にある企業が事業拡大をしたいとい

うことでそちらに移る場合は雇用の条件がないということでいいですか。 

 

白石商工労働課長 今の場合、既存の工場をそのまま残して新たに小野田・楠

企業団地に建てられる場合には、私どもは工場の増設と捉えております

ので雇用の条件を加えております。移転の場合、今あるところが手狭で

そこを廃止して新たに移られる場合には、工場の新設、移転の場合に適

合して従業員の人数は要件としておりません。実際にその適用があった

企業も１件ございます。 

 

中岡英二委員 聞き間違いかもしれませんが、宇部の企業団地がほぼ完売され
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たということを言われましたが、どのようにして企業団地を完売したの

か。当市で参考にできることがあればやっていただきたいので、その状

況を教えていただけますか。 

 

白石商工労働課長 条件はほぼ同じであろうと思いますが、県との共同でとい

うことで、県外等からの照会等がございましたら県は必ず小野田・楠企

業団地を第一希望ではなくても実際に見ていただくような形にしていた

だいて、実際に見てＰＲをさせていただいております。やはり県央に僅

かながら近いとか、そのような僅かな差、土地の価格も少し安いとか、

面積が少し小さくて手頃であるとか、そのようないろいろな条件等でそ

ちらのほうが先に売れたのではないかと捉えております。 

 

中岡英二委員 それでは土地の価格や区画を小さくするというように変えてい

く考えはありますか。 

 

白石商工労働課長 価格につきましては造成費等込みのものですから、これを

変えるということはなかなか難しいことでございまして、その分この奨

励条例ということで購入後奨励金という形でキャッシュバックをさせて

いただくということにしております。面積につきましては好きなものだ

け先にくださいという分筆を重ねていきますと、おかしな残り方とかを

したらそれが今度は逆に売れ残ってしまうということもございますので、

小野田・楠企業団地につきましては管理しているところと協議する中で

今のニーズから１へクよりも少ないところがいいということで、ちょう

ど２分の１の分譲というのを認めておりまして、ほかの二区画を買うと

か、そういうような転化がないところから２分の１の区画に分筆して販

売を進めているところでございます。実際に問合せ等も３，０００から

５，０００平米の問合せが一番多いということは確かでございますし、

今現在まだ半区画が三つ残っておりますので、当面は残っている半区画

三つを優先的に売っていきまして、その後についてはまた検討していき

たいとは思っております。 
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奥良秀委員 工業の発展ということで、４社の民間企業で何人ぐらいの雇用が

生まれているのでしょうか。 

 

白石商工労働課長 済みません、今ちょっと正確な数字を持っていないのです

が、１５人から２０人にいっているかどうかぐらいだと思います。４社

のうち１社はまだ操業しておりませんので、そちらのほうは入っており

ません。そちらのほうは２０人ぐらいだと聞いております。 

 

中村博行分科会長 ３社の合計で１５人ということですか。 

 

白石商工労働課長 正確な数字ではございませんが、そうだと思います。 

 

中村博行分科会長 当初何人予定というような感じで頂いていた資料はあると

思いますが、実際にまだ予定は予定ということですね。 

 

奥良秀委員 基本方針の中に、新たな雇用の場の創出を目指してということで

このような企業団地を造られたという流れがあるのですが、今話をずっ

と聞いていく中で、完売を目指してという言葉が目立ちます。雇用が生

まれたほうがいいのか、それとも完売したほうがいいのか、優先順位は

どちらのほうが高いのでしょうか。 

 

白石商工労働課長 完売というのも一つの大きな目標ではございますけど、当

然この工業団地につきましては雇用を優先ということで対象業種につき

ましても雇用を余り生まないような、発電にいたしましても風力とか太

陽光とかそのようなものは対象にしておりません。あくまでも雇用が見

込まれる業種ということで考えております。 

 

奥良秀委員 確かに雇用が生まれることが一番いいのですが、実際問題東沖と

かはソーラーパネルが張られていますよね。私としてはそういうもので
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はなくて、工場を呼んで来られればと思っています。そうすると既存の

企業、工場に注力していったほうがいいのではないかと思いますが、雇

用を生む方向で。だからもうちょっと地元企業に対しても増設でも入ら

せてもらえるというような変更はできないのでしょうか。 

 

白石商工労働課長 増設につきましても先ほどの雇用要件をクリアしていただ

ければということで、中小企業でしたら５人以上ということなので、こ

の創業に当たってということで４月の定期等の採用者も増えたとカウン

トしておりますので、その辺りは柔軟に対応させていただいているとこ

ろでございます。当然、拡張のお話がありましたら小野田・楠企業団地

はいかがでしょうかということも企業訪問の際にも勧めさせていただい

ております。 

 

中村博行分科会長 それでは審査番号４番の審査を打ち切ります。ここで若干

休憩を取りましょう。次は午後３時から再開いたしますので、その間休

憩に入ります。それでは暫時休憩。 

 

午後２時５０分休憩 

 

 

午後３時再開 

 

中村博行分科会長 それでは休憩前に引き続きまして、会議を続けます。次は

審査番号２番、ナンバー２５、中小企業の振興について執行部の説明を

求めます。 

 

白石商工労働課長 ８８ページをお開きください。基本施策２５、中小企業の

振興についてです。基本方針についてです。地域経済の活性化、新たな

雇用の場の創出を目指し、商工会議所と連携して既存企業の経営体質の

強化に向けた経営指導等を支援するととともに、起業を希望する人への
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相談・助言対応や情報提供等の支援をするなど、起業・後継者育成の支

援に取り組みます。目標指標につきましては、先ほども少し挙げており

ましたが市内事業所数、経済センサスの数字を挙げております。 

現状と課題についてですが、中小企業は、市内事業所のうち９割以上

を占めており、産業振興を図る上で重要であるため、今後も中小企業相

談所による講演会の開催や経営診断、巡回指導など、既存企業の経営体

質強化に向けた支援が必要です。中小企業振興の計画的な推進が図れる

よう、引き続き中小企業振興基本条例・中小企業振興推進計画に沿った

事業展開が必要です。市の制度融資については時勢に合わせて見直しを

実施するとともに、セーフティネット保証制度など、国や県の支援制度

の活用を促進していくことが必要です。創業支援の取組として平成２８

年度に国から認定を受けた創業支援事業計画に基づき、更なる商工会議

所や金融機関と連携した支援が必要です。 

基本事業についてです。（１）中小企業の支援です。中小企業振興基

本条例及び中小企業振興推進計画に基づき、創業や既存企業に対する経

営体質の改善等に関する相談や制度融資などによる支援を行い、中小企

業の振興を図ります。評価指標についてです。１番目は中小企業振興資

金等融資実績額です。こちらは市の融資制度で市内の中小企業で経営の

安定化合理化を図るための運転資金、設備資金の融資を行っておりその

実績額を掲げております。２番目の中小企業相談所における相談・指導

件数については、小野田商工会議所、山陽商工会議所内にある両中小企

業相談所が受けた相談件数、実施した指導件数等の合計になっておりま

す。融資金額の実績につきましては、現状値２８年度１億２，９９０万

を前期目標値はこれを上げて１億３，０００万という目標を掲げており

ます。相談件数につきましては、現状値２８年度２，６３７件を増やし

て、２，８００件にしていきたいとしております。 

主要事業につきましては、中小企業経営支援事業ということで、先ほ

どの既存企業の経営体質強化のための講習会の開催とか経営診断等を行

っております中小企業診断所の活動を支援するため、補助金を交付して

おります。それと中小企業振興資金等の融資につきましては、保証料を
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市が全額負担することで利用しやすい制度としているところでございま

す。それと中小企業振興推進事業につきましては平成２７年６月に制定

した山陽小野田市中小企業振興条例に基づき策定した山陽小野田市中小

企業振興推進計画についてＫＰＩなどを活用し、進捗状況を検討してい

くようにしております。 

 

中村博行分科会長 説明が終わりましたので質疑を求めますが、まず８８ペー

ジのほうからありましたらお願いします。 

 

河﨑平男委員 ここは中小企業の振興ですよね。そういった中で目標指数が事

業所数で８４ページと同じではないですか。さっき言われた数字を挙げ

るべきではないですか。１，３５４事業所で１万９，６００でしたかね。

中小企業の振興であれば、ちょっと違うのではないですか。 

 

白石商工労働課長 こちらで挙げておりますのは、経済センサスの数字が一番

正確なのかなというふうにとりまして、こちらのほうには中小企業の数

字がないということで、こちらの数字を挙げさせていただきました。企

業者数等につきましてはアバウトなものになりますけど、現状と課題の

ところにも書いておりますが、このうちの９割以上が中小企業というこ

とで、これの数字を上げていくということは中小企業の数も上げていく

というように捉えて設定値としているところでございます。 

 

河﨑平男委員 それではさっき言われた商工会議所に届出のある数字は別とい

うことですか。 

 

白石商工労働課長 そちらには商工会議所の会員ではない事業所等もございま

すので、それらを含めた数字ということになりますとやはり経済センサ

スの数字になるのかなと思っております。 

 

藤岡修美委員 ここでいうところの中小企業の定義を教えてください。 



68 

 

 

工藤商工労働課主査 中小企業の定義につきましては、中小企業振興基本条例

の中におきまして、中小企業基本法という法律がございます。そちらの

中で定義している中小企業の定義をもって中小企業とみなすということ

にしております。中小企業基本法の中で複数に定義が分かれております。

製造業その他におきましては、資本金の額又は出資総額が３億円以下の

会社又は常時使用する従業員の数が３００人以下の会社及び個人。それ

から卸売業におきましては、資本金の額又は出資総額１億円以下の会社

又は常時使用する従業員の数が１００人以下の会社及び個人。小売業に

おきましては、資本金の額又は出資総額が５，０００万円以下の会社又

は常時使用する従業員の数が５０人以下の会社及び個人。最後にサービ

ス業におきましては、資本金の額又は出資総額５，０００万円以下の会

社又は常時使用する従業員の数が１００人以下の会社及び個人となって

おります。 

 

河﨑平男委員 そういう中小企業基本法の中で定義されておられたら、何社あ

るというのは分かりませんか。これは中小企業の振興ではないですか。

それで把握されているのではないですか。 

 

白石商工労働課長 済みません、目標値の設置につきましては国等の公表して

いる数字、信ぴょう性のある数字を継続的に見ていきたいということの

中で経済センサスの数字が一番ふさわしいのではないかということで挙

げさせていただいております。先ほどもちょっと言いましたがこの中に

ついては中小企業の数というのがなかったということでございます。 

 

藤岡修美委員 一次の総合計画ではこういった項目、中小企業の振興等々がな

かったと思います。二次の基本構想にも出てきておりますが、これが出

てきた背景みたいなものを説明していただければと思います。 

 

白石商工労働課長 第一次総合計画におきましては、この中小企業の振興とい
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う項立てはございませんでした。先ほども少し御説明いたしましたが、

本市の経済等の発展、産業を振興する上には中小企業の振興が大切とい

うことの中で振興条例、振興推進計画等を作成した中で、これについて

基本計画の中で一つの項立てとして取り上げていきたいという趣旨で挙

げたものでございます。前回の第一次につきましては、午前中も少し御

説明させていただきましたけど、商業、工業の中でそれぞれ再掲という

ような形で挙げていたところでございます。これを商業、工業、かかわ

らず中小企業という概念の中で進めていきたいということで今回項目立

てをさせていただきました。 

 

中村博行分科会長 それでは、見開きの８８、８９ページ全体でいきましょう。 

 

河﨑平男委員 中小企業振興資金等の融資実績額で先ほど運転資金と設備資金

等で言われておりましたが、何件ですか。 

 

白石商工労働課長 こちらに上がっている平成２７年の実績は１７件でござい

ます。 

 

藤岡修美委員 平成３３年度が１０万円増した１億３，０００万円というのは、

単純に数字を丸めただけの話ですか。何か裏付けがあってこの数字にな

っているのですか。 

 

白石商工労働課長 年によってばらつきはありますが、近年減少傾向にあった

中で、予算の額もございますので現状維持、減らさないということの中

で、まずは実績を上げてそれから増やしていきたいという思いで挙げた

数字でございます。 

 

岡山明副分科会長 １億３，０００万ありますが、回収できていない、負債を

受けた金額はどのぐらいありますか。 
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白石商工労働課長 今のところございません。 

 

河﨑平男委員 起業するという運転資金とか設備資金は借りられますか。 

 

白石商工労働課長 今の制度では独立開業という制度がございまして、それだ

けでございます。今はその辺りについて充実していきたいということで

金融機関等を交えて検討作業を進めているところでございます。 

 

中岡英二委員 こちらに書かれていないということは、起業に対する支援の実

績がないということだと思います。その辺はＰＲ不足なのか、起業され

る方がいないのか、その辺はどのような状況ですか。 

 

白石商工労働課長 今もっております市の独自の融資資金制度でございますが、

独立開業に対してということの中でいろいろ条件が、要はのれん分けを

される事業者に対しての資金と、ある程度の実績を積まれた方とか年齢

等の制限等を加えておりまして、なかなか実績がございませんでしたの

で、まだ検討段階なのでこの場で言うのもあれかもしれませんが、これ

を創業の方に変えていきたいなという思いで調整をしておるところでご

ざいます。 

 

村田企画課主査 この独立開業につきましては、中小企業の経営支援とともに

基本計画の重点施策の１、「にぎわい・活力・地域資源活用プロジェク

ト」の地域経済の活力の増進のところにも掲げております。そちらにお

いて、商業、工業、サービス業など産業を振興するため市外からの新た

な企業の誘致や既存企業への投資拡大に対する支援を行うとともに、中

小企業への経営支援、起業への支援などにより地域経済の活力を高めま

すと記載しておりますので、これにつきましては前期の基本計画におい

て重点的に行うべきものということにしておりますので、白石課長が申

し上げたように今のところ独立開業資金というのはのれん分け、起業す

る事業者が行いたいところを経験していなければできませんが、それを
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新たに創業支援全体ということで全く自分が関わっていない分野におい

てもチャレンジしたいという意気込みがある方についてもそういった創

業支援をしていこうということで話をしておりますし、今後進めていき

たいと考えております。 

 

中岡英二委員 その辺のＰＲの仕方です。商工会議所を通してやられるのか、

市独自でその辺のＰＲをしていくのか、具体的な方策はありますか。 

 

白石商工労働課長 市のホームページ等にも掲載しておりますし、商工会議所

もですが、まず相談されるのは金融機関が多いので、そちらのほうにも

このような制度がありますというのは資料等を渡してＰＲしておるとこ

ろでございます。 

 

中村博行分科会長 もっと具体的な支援策といったものが組み入れられないか

という感じがしますが、その辺は何かありますか。 

 

白石商工労働課長 いろいろとアイデアや思いはございますので、一つずつ熱

意を持って進めていけたらと思っております。 

 

中村博行分科会長 それでは中小企業の振興については審査を打ち切ります。

引き続きまして、９４ページ、審査番号３番、商業の振興について説明

を求めます。 

 

白石商工労働課長 それでは基本施策２７番、商業の振興について御説明させ

ていただきます。まず基本方針についてですが、地域の個性を活かした

特色ある商店街の振興を促進するとともに、交通の利便性の高い地域へ

の商業集積により、商圏の拡大を促進します。目標指標ですが、こちら

は卸売・小売業に属する市内事業所における年間商品販売額を掲げてお

ります。こちらの数値につきましては経済センサスの数字を基にしてお

ります。現状値平成２６年度につきましては、９６６億１，０００万円。
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これを前期目標値では９８０億円に上げていきたいと思っております。 

現状と課題についてですが、幹線道路沿いに大型店舗やコンビニエン

スストア等の進出が進んでおり、また、個人商店においては販路拡大や

後継者不足など様々な問題を抱えていることもあり、事業所は減少傾向

にあります。ＪＲ駅周辺や大型商業施設周辺等を中心に商業集積を推進

することにより、まちのにぎわいを創出することが求められます。既存

商店街の支援として、共同施設（街路灯等）の整備等に対する補助金の

交付やこどもの日等にあわせた「おめでとうセール」の実施による消費

喚起の取組を行っています。更なるにぎわいが生まれるような魅力ある

商店街づくりを支援していくことが必要です。 

基本事業でございますが、（１）商業振興支援の充実です。購買力の

市外流出に対応し、商業集積を促進します。あわせて、商圏の拡大を図

ります。商業・商店街の振興を図るため、制度融資の充実、空き店舗等

の有効活用、各種イベントの支援等を図ります。また、ＪＲ駅周辺等の

既存商店街を中心に個性ある商業空間の整備に努めます。評価指標につ

きましては、卸売・小売業に属する事業所数、経済センサスの数字を採

用しております。現状値は平成２６年度で６２３社。これを減少傾向に

あるのですが、前期目標値を６３０社に増やしていきたいとしておりま

す。２番目の商業振興のために商店街等が実施するイベントに対する補

助件数で、これにつきましては現状値平成２８年に２件実施しておりま

す。これを引き続き２件で維持してまいりたいと考えております。主要

事業でございます。既存商店街振興事業につきましては商店街共同施設

設置の補助金を行って支援を行っております。商業振興支援事業につき

ましては、商工会議所の運営に対し補助を行い、市内の商工業の振興と

地域経済の活性化を図っております。それと商工センターの維持管理運

営ということで、商工センターの管理を行っております。それと先ほど

の評価指標にも挙げておりますが、商業振興諸行事ということで、商業

振興のために商店街等が実施するイベントに対する補助を行っておりま

す。現在のところは小野田駅前ちょうちんまつり、小野田駅前秋のふれ

あいまつりが該当しており、この２件を補助しておるところでございま
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す。あと、おめでとうセールでございますが、商工労働課でこどもの日

に合わせて市内事業所の協力により、セールイベントを実施しておると

ころでございます。協力店を掲載したチラシを作成して市内の全小学校

や幼稚園、保育園にチラシを配布することで事業所の情報発信、ＰＲに

努め、商業振興を図っておるところでございます。 

 

中村博行分科会長 説明が終わりましたので質疑を求めます。まず９４ページ

から。 

 

奥良秀委員 目標指数のところに卸売、小売業に属すると書いてあります。こ

ちらは商業だと思いますが、工業のものも入っていますか。 

 

白石商工労働課長 工業は入っておりません。工業出荷額は先ほどの工業のと

ころです。 

 

河﨑平男委員 商店街の振興ということで、交通の利便性とかはありますが、

小野田駅、厚狭駅の関係で、ＪＲの南北通路とかの目標はないのですか。 

 

白石商工労働課長 ＪＲ駅の南北通路につきましては、確かに効果的にはにぎ

わいまして商業の振興ということになろうかと思いますけど、そちらの

ほうは都市整備と捉えておりまして、こちらには掲げておりません。 

 

河﨑平男委員 目標指数の現状値が９６６．１億円ということで、基本計画施

策課題カルテの中では１９６ページですが、８９３億円となっておりま

す。どちらが正しいですか。 

 

白石商工労働課長 済みません、こちらに載っているのが商業統計の調査、数

値でございまして、私どもが採用しているのが経済センサスの数字とい

うことで捉え方が違っておる関係かと思います。 
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河﨑平男委員 統一されたらどうですか。 

 

白石商工労働課長 一次の時には商業統計の数字を採用させていただいたので

すが、国のほうの流れで経済センサスのほうに流れが動いておりますの

で、今後の指標として考える中で経済センサスの指標のほうがよろしい

のではないかということで、ほかの指標等についても経済センサスの数

字を採用させていただいているところでございます。 

 

河﨑平男委員 現状と課題の中でありますけど、子どもの日等になっておりま

すが「おめでとうセール」、成人の日とか敬老の日のおめでとうセール

というのは入らないのですか。 

 

白石商工労働課長 縦割り行政で申し訳ないですが、成人の日は社会教育課、

敬老の日は高齢福祉課で実施している事業でございまして、私どもが把

握している子どもの日だけを挙げております。 

 

河﨑平男委員 それであれば企画課がまとめるべきではないですか。商業の振

興でしょ。たらい回しにするところではないでしょう。企画課がそこを

まとめるべきではないですか。文言がおかしいとか、こういうものを入

れるべきとか、まとめるのは企画課じゃないですか。企画課が取りまと

めるのは市全体じゃないですか。 

 

河口企画課長 商業の振興のところで、基本的にはおめでとうセールという題

名を出しております。こどもの日等に合わせたということで、当然「等」

の中に含まれる。最初にできたのが敬老の日のお祝いということで大分

前にできまして、それを併せまして、いろいろなこどもの日、成人のお

めでとうセールというものがでてきました。所管は違いますけども商業

振興に間違えはありませんので、ここの「等」ということでお読み取り

をいただけたらと思います。 
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河﨑平男委員 それだったら先ほども出た高齢者とか、いろいろな文言が出る

中で敬老の日と成人の日というのはおめでとうセールを入れるべきでは

ないですか。そういう文言で総合計画を出すべきではないのではないで

すか。「等」でひっくるめてもいいのですか。 

 

河口企画課長 言われることも分かりますが、基本的には商業振興の中でこど

もの日、直に商工関係がやっておられるのは当然そこにありますけども、

基本的には先ほどと同じことを申し上げて申し訳ありませんが、「等」

の中には当然、敬老、成人、ということは含まれるということで私ども

は表現をさせていただきたいということでございます。 

 

水津治委員 既存商店街とありますが、具体的に市内にある数と、少なければ

名称も併せてお願いしたいと思います。 

 

福田商工労働課商工労働係長 市内に商店街は三つございまして、小野田駅前

と厚狭商店街と埴生商店街になります。 

 

岡山明副分科会長 この目標指数の中で９７０億円とありますが、山陽小野田

市には商工会議所が二つありますよね。それぞれ金額的に分けた形で掌

握されているのですか。どのような掌握をされていますか。 

 

白石商工労働課長 商工会議所から上がってきた数字ではありません。経済セ

ンサスという全市的な統計調査でございますので。そのような地区分け、

加入している団体等の分け方という数値は出ておりません。 

 

岡山明副分科会長 小野田の場合は商工会議所の掌握はできていないというこ

とですか。あくまでもこのような指標で金額を出すと。宇部の商工会議

所、厚狭の商工会議所でこれだけの売上げがあるというようなことは商

工労働課のほうでは確認をされていないという状況ですか。 
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白石商工労働課長 商工会議所がそのような数字をまとめられているかどうか

の把握はしておりません。この数値につきましては、国で行っている調

査でございますので、これが一番全国的といいますか、全県的といいま

すか、広い範囲で正確に調査されている数値ということで、こちらの数

字を挙げさせていただいております。 

 

岡山明副分科会長 商工労働課のほうでは、各商工会議所の売上げが年間幾ら

ぐらい稼いでいるのかという金額的な掌握はされていない、そういう商

店に関する金額的な売上げとかの掌握はしていない、商工労働課として

の山陽小野田市の集計をしていない、当然小野田商工会議所、山陽商工

会議所のほうも年間売上げがどのくらいあるかということも全く掌握し

ていない、実際に国のそういうアンケートで掌握している数字であって、

市として山陽商工会議所がどれぐらいの経営状況になっているかという

のは分からないということですか。調べられるようなことは何かありま

すか。商工労働課として小野田と山陽で大体これぐらいの売上げがある

のではないかという目安になるようなものは何かありますか。 

 

白石商工労働課長 商工会議所のほうからいろいろと経営相談とか指導とかを

されていらっしゃいますので、個々の事業所等の把握はされていらっし

ゃると思いますが、集計自体を上げられているかどうかというのは分か

りません。この商業統計、今こちらのほうでは採用していないのですが、

合併前の小野田と山陽町という数字は分けて出ておりますが、現在は山

陽小野田市としてまとめた数字で挙がっておりますので、こちらの数字

しか把握のしようがないということでございます。 

 

岡山明副分科会長 それも国が出した金額でしょ。商工労働課のほうで山陽小

野田市の総体としてこれだけの稼ぎがあるというある程度の目安がなけ

れば、国から出された９７０億円という金額を出して商工労働課が振興

をどのようにやりましょうかというのはいかがなものかと思います。具

体性に欠けるのではないかと思いますが、その点は今の形で仕方ないと
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いうことですか。 

 

白石商工労働課長 なかなか市独自での調査というのも難しいですし、商工会

議所がまとめられる数字というのも会員に限定ということになると思い

ますので、全体としての数字というものについては、やはり国が行って

いるこのような経済センサスの数字が一番正確であると思っております

し、それをこれからも続けていく調査でございますので、将来の目標と

してもこちらの数字のほうがいいのではないかと思っております。 

 

河﨑平男委員 近隣市町の買い物等の購買の動向調査とかはされていますか。 

 

福田商工労働課商工労働係長 買い物動向調査につきましては、県の商政課が

実施しておりまして、平成１７年、２２年と実施しております。次回が

平成３１年度に実施予定ということで聞いております。 

 

河﨑平男委員 先ほど回答の中で市独自の調査は難しいと言われておりました

が、このような大事な調査は市独自ですべきではないですか。予算をと

っても動向調査、買い物調査、販売額、これはやはり大事ですよね。ま

してや中小企業振興条例ができた中で、やはりこれは市独自の事業をや

るべきだと思います。 

 

白石商工労働課長 例えばサンパークにしても市内だけで完結しているわけで

はございませんし、近隣からも流れてきているものでございます。これ

らの県域の中で考えるということになりますと山陽小野田市民だけでは

ございませんので、近郊の一つ上の県等が広く調査をされたほうがより

正確な数字が求められるのではと思っております。 

 

河﨑平男委員 より詳細にやるというのは、例えば市民全体のアンケート調査

をするとか、どこに買い物に行かれておるとか、その把握こそが一番大

事ではないですかという意味です。調査は県がやるかもしれませんが、
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市独自の経済動向調査ぐらいはすべきではないですかということです。

回答がなければいいですよ。例えば皆さんが集まったときにアンケート

でどこに買い物に行かれるかとかそのぐらいはできませんか。全部の市

民を対象にという意味ではなく、例えば、小野田、宇部、下関、美祢と

かそういう簡単な調査ぐらいできませんか。 

 

白石商工労働課長 やはりアンケートということになりますと分母が大きいと

いうことも必要だと思っております。買い物動向調査で全然数字を持っ

ていないというわけではなく、買い物動向調査の中で山陽小野田市の地

元購買率でいいますと、市民が７０．５％、楠から２６．８％、美祢か

ら１１％、宇部から２．３％などという数値のほうは県の買い物動向調

査で把握しておるところでございます。 

 

中村博行分科会長 ９４、９５ページまとめて全体からいきましょう。 

 

藤岡修美委員 旧小野田市の時代に商業近代化計画で駅前とかセメント町とか

古い計画ですが、あれはもう一切なくなったのでしょうね。 

 

山本商工労働課課長補佐 私もちょっと古くて詳細は把握していないのですが、

委員が言われた計画につきまして、小野田商工会議所で委員会を作られ

て駅前の活性化についてその計画を踏まえてこのようにしたらどうかと

いうことで市に御提案をいただいております。我々もそれに基づきまし

て、どのような施策が打てるかこの総合計画１２年の間に何らかの手を

打てないかと。先ほど企画課からもございましたけども、にぎわいを創

出することで、あらゆる波及効果を期待すると。我々といたしましては

商業振興、駅前でございましたらいろいろなお店がございますので、そ

のようなところの購買につながるような手立てが打てないかということ

も今後引き続き考えたいと思っております。 

 

河﨑平男委員 商業の振興でありますので、空き店舗の利活用とか今はないで
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すが支援センター、そういうものは事業としてやられていないのですか。 

 

山本商工労働課課長補佐 当然駅前に何点か空き店舗がございます。いまのと

ころそのような計画、事業はないのですが、今後そのような事業につき

ましても空き店舗の活用ということにつきましても検討しようと思って

おります。 

 

水津治委員 評価指標の商業振興のための補助件数の現状値が２件と３３年が

２件という数字が出ておりますが、これは予算がないから２件しかでき

なかったのか、要望が２件しかなかったのか、どちらか教えてください。 

 

白石商工労働課長 補助の要項に該当しているのが２件ということでございま

す。 

 

水津治委員 これは何年か継続しているイベントですか。新しく起こされたイ

ベントですか。 

 

白石商工労働課長 商業振興ということではなくて、にぎわい、市民活動とい

う関係で市民生活課のほうでイベントの補助を行っております。 

 

河﨑平男委員 イベントの補助というのは期間が何年ぐらいとかありますよね。

それから例えば評価指数でよかったらやるとか。ずっとやるというのは

ありませんよね。 

 

白石商工労働課長 この事業については何年限りという交付要項ではございま

せんので、ずっと続けられて申請等があれば出しているところでござい

ます。 

 

中村博行分科会長 この件については小野田駅前のちょうちんまつりと秋のま

つりの二つ。これは継続的にずっとやられているイベントですよね。そ
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うすると基本方針の中で特色のある商店街の振興を促進ということにな

れば小野田はこのようにあるのですが、厚狭商店街と埴生商店街をさっ

き上げられました。ほかの二つの商店街について何か支援策とかはお持

ちでしょうか。 

 

白石商工労働課長 厚狭商店街を中心に行われております、この間もありまし

た秋まつり等につきましては先ほどのイベントのほうでということで、

市民生活課のほうで助成をしているところでございます。今後の新しい

事業につきましては、何らかの手は打っていかなければならないという

ことで、課内で検討しているところでございます。 

 

中村博行分科会長 埴生のほうも結構祇園祭とかありますよね。そういったも

のに対しても同じようなことがされるのか、これは商店街が関わらなけ

れば駄目ということですか。 

 

白石商工労働課長 そうですね、主催が商店街ではないということでその辺の

交付が分かれているところです。 

 

中村博行分科会長 なかなか通常、厚狭にしても埴生にしても少し疲弊をして

いるかなという感じがしているので、行政としてそういった具体的な支

援策というようなものを考えていかなければいけないのではないかとい

う気がします。せっかくこのように商店街の振興を促進するというよう

にありますので、その辺は何かアイデア等はありますか。 

 

白石商工労働課長 イベントにつきましては商店街の主催ということで実施さ

れるようでしたらそちらのほうは検討ということになろうかと思います

し、商店街が共同施設を設置するということでしたら、共同施設設置補

助金という制度もございますので、そちらのほうを進めて環境整備をし

ていただきたいと思っております。 
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中村博行分科会長 要するに地元からの積極的な働きかけを待っているという

ように受け取れるのですが、行政としては積極的にそのような支援、声

掛けというようなものをする予定はないということで理解してよろしい

ですか。 

 

白石商工労働課長 このような制度につきましては、商工会議所等にも周知し

ておりますので、直接個人事業主に対して勧めることはございませんけ

ど、山陽商工会議所のほうにも連絡を密にとって進めておるところでご

ざいます。 

 

中岡英二委員 商店街といえば宇部も大きな商店街が二つあります。御承知と

思いますが、銀天街と新天町という。それで銀天街のほうは、ほとんど

お店が閉鎖しております。新天町のほうは若干の活気があります。これ

はなぜかというと、新天町の青年部の方がかなり本気でその商店街を盛

り上げようと力を入れておられます。だから今後成功例とは言えないか

もしれないですが、青年部と市が連携されて少しでも活気が出るような、

それを常時、年に１回とか２回ではなく、やはり青年部を中心としてそ

れを市が支援するというやり方を検討されてはどうかという要望です。 

 

白石商工労働課長 先ほど言われたイベント等については私も興味がありまし

て、何かされておれば見させていただいております。実際に行きました

ら小野田商業開発の職員のものも参考にということで県内の事業をほと

んど見に行かれているのではないかなと思っております。その辺りは一

緒に進めていきたいと思っておりますし、小野田駅前商店についてはこ

のたび会長、副会長が若返られたということがございますので、またそ

の辺のバックアップはしていきたいと思っております。 

 

岡山明副分科会長 商業の振興ということで、山陽小野田市の特色を生かした

振興という必要があると思います。例えばサッカー、今レノファがＪ２

までいっている状況でやはり特色あるそういう土地柄を活用するという、
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元議員が言われていましたが、小野田駅からサッカー場まで旗を掲げる

とか、そういう形で市の総体としてＪＲの高揚を図るとか、もう一つ山

陽小野田市にはガラス展がある。宇部市は彫刻である程度有名になって

きています。そういう状況の中で山陽小野田市はガラスという部分で遅

れているような気がします。せっかくこれだけの財産があるので、そう

いうサッカー、ガラス展に対して山陽小野田市はガラスとサッカーの色

を出したような商業の振興を進めていただきたい。その辺でやはりサッ

カーとガラスをしっかりと進めていきたいという考えを私は持っており

ますが、サッカーとガラスの有効利用を図るということはどうですか。 

 

村田企画課主査 おっしゃられるとおり、山陽小野田市にはガラス、レノファ

山口、たくさんの地域資源がございます。それにつきましても第二次総

合計画におきましては重点プロジェクトに掲げて、市の地域資源を活用

したまちづくりを行っていくこととしております。来年度シティセール

スのほうにも取り組んでまいりますので、そういった市の魅力をＰＲす

るとともに、それに加えて商業振興とかそういったものも加えて市の稼

ぐ力というもの強化していければいいかなと思っております。 

 

中村博行分科会長 ほかはよろしいですか（「なし」と呼ぶ者あり）それでは

審査を打ち切ります。したがいまして、本日の審査５項目につきまして

は全て終了ということであります。本日の分科会をこれにて終わります。

お疲れ様でした。次回は２４日午前１０時になりますのでよろしくお願

いします。 

 

午後３時５４分散会 

 

 

平成２９年１１月１４日 

 

総合計画審査特別委員会産業建設分科会長 中 村 博 行 


